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研究要旨 

 障害福祉サービスのなかで新しいサービスである自立生活援助の利用実態の把握及び課題に関する研究を実施

した。対象は、令和元年８月時点で自立生活援助の指定を受けている全 179 か所の相談支援事業所であり、①事

業所調査、②サービス利用者の個票による調査の２種類を実施したのち、好事例となる５事業所にインタビュー

調査を実施した。悉皆調査の回収率は 54.7％（98事業所）であり、利用者の個票に関しては 358人分の回答を得

た。相談支援事業所では特定相談支援による計画相談支援や、一般相談支援による地域移行・地域定着支援にお

ける支援と連携して同一事業所において自立生活援助を実施することの意義が明確になった。定点でかかわる計

画相談支援においては、利用者に対するアセスメントや支援関係の構築に活用できることでサービス等利用計画

の質を上げる相乗効果が推察され、地域移行・地域定着支援においては、利用者が病院や施設から地域に移行し、

地域生活を定着させるまでの連続性のある支援が提供できることが推察された。なお、標準利用期間の１年間を

超える支援が市町村によって支給決定されにくい傾向や、退院・退所後１年以内より１年以上経過した障害者へ

のサービス提供が多く求められている現状もあり、かつ指定事業所の偏在といった現状については今後の課題と

してとらえた。このため、適切なサービス提供に向けた市町村職員への普及啓発や、サービスの拡充に向けて従

事者への教育及び実施事業所を増やすための普及啓発の必要性を認めた。 

 

A．研究目的 

本研究の目的は、新サービスとして広まりつつある自

立生活援助の実施状況及び実態を把握することと併せ

て、障害福祉サービス報酬の次期改定に向け、自立生活

援助の効果的な展開を図るためのモデルや報酬の在り

方を検討するための基礎データを統計的研究によって

得ることである。 

障害者の地域生活支援について実態を踏まえて検討

することを通して、障害者が長期入院や施設の長期入所

を解消し、地域の一員として安心して暮らせる共生社会

の実現と、障害者への地域生活支援のための実践的知見

を提供し、従事者の力量の向上に貢献したいと考える。 

 

 

B-1 統計的研究の方法 

本研究は、厚生労働省障害保健福祉課の協力を得て、

国立のぞみの園が実施している「総合支援法の見直しに

向けたサービスの実態の把握及びその効果の検証のた

めの研究」と並行して進めた。調査対象は、国立のぞみ

の園が自治体より取得した指定事業所名簿に則り、令和

元年８月１日付けで自立生活援助事業の指定を受けて

いる 179か所すべての相談支援事業所（以下、事業所と

省略）とした。質問紙調査票は、事業所について尋ねる

「基本シート」（資料 4-2）と、自立生活援助の利用者

一人ひとりについて尋ねる「個人シート」（資料 4-3）

の２種類を作成した。 

質問紙調査表は郵送し、2019 年 12 月 1 日から 12 月

28 日までの期間に郵送返送またはメール返送による回

（資料４）相談支援事業所における自立生活援助の実施状況に関する調査研究（令和元年度分担報告書） 

 



35 

 

答を求めた。 

 

（倫理的配慮） 

聖学院大学研究倫理審査会の研究倫理審査及び承認

を得た（承認番号：第 2019-1b-2号）。 

 

C-1 統計的研究の結果 

 事業所について質問した「基本シート」は 98 カ所の

事業所より回答を得た（54.7％）。また、自立生活援助

の利用者一人ひとりについて質問した「個人シート」は

358人分の回答を得た。以下、単純集計、統計解析の順

に結果を示す。なお、集計及び統計解析には SPSS 

StatisticsVer.26を用いた。 

 

1．基本シートに関する単純集計の結果 

1）事業所の所在する都道府県（問 1-①）（n=98） 

 調査に回答した事業所の所在する都道府県は、「東京

都」が 18 事業所（18.4％）と最も多く、次いで「神奈

川県」の 16 事業所（16.3％）、「北海道」・「兵庫県」の

6 事業所（6.1％）の順に多かった（表 1-1）。 

 なお、2019 年 8 月現在、18 県に指定事業所が 1 カ所

もない状況だった。 

 

表 1-1 事業所の所在する都道府県 

都道府県 事業所数 有効% 

北海道 6 6.1 

青森県 0 0.0 

岩手県 2 2.0 

宮城県 1 1.0 

秋田県 0 0.0 

山形県 0 0.0 

福島県 0 0.0 

茨城県 0 0.0 

栃木県 0 0.0 

群馬県 1 1.0 

埼玉県 1 1.0 

千葉県 2 2.0 

東京都 18 18.4 

神奈川県 16 16.3 

新潟県 2 2.0 

富山県 0 0.0 

石川県 3 3.1 

福井県 0 0.0 

山梨県 2 2.0 

長野県 3 3.1 

岐阜県 0 0.0 

静岡県 3 3.1 

愛知県 2 2.0 

三重県 0 0.0 

滋賀県 3 3.1 

京都府 3 3.1 

大阪府 5 5.1 

兵庫県 6 6.1 

奈良県 0 0.0 

和歌山県 0 0.0 

鳥取県 0 0.0 

島根県 0 0.0 

岡山県 2 2.0 

広島県 2 2.0 

山口県 0 0.0 

徳島県 1 1.0 

香川県 1 1.0 

愛媛県 3 3.1 

高知県 1 1.0 

福岡県 1 1.0 

佐賀県 0 0.0 

長崎県 2 2.0 

熊本県 0 0.0 

大分県 3 3.1 

宮崎県 2 2.0 

鹿児島県 1 1.0 

沖縄県 0 0.0 

N/A 0 0.0 

全体（有効回答数） 98 100.0 

 

2）事業所の運営者（問 1-②）（n=98） 

 事業所の運営者は「社会福祉法人」が 45 事業所

（45.9％）と最多で、次いで「ＮＰＯ法人」の 19 事業

所（19.4％）、「一般社団法人･特定社団法人」の 11 事業

（資料４）相談支援事業所における自立生活援助の実施状況に関する調査研究（令和元年度分担報告書） 
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所（11.2％）の順であった（表 1-2）。 

 

表 1-2 事業所の運営者 

運営者 事業所数 有効％ 

社会福祉法人 45 45.9 

医療法人（社会医療法人、

社団医療法人等を含む） 

7 7.1 

ＮＰＯ法人 19 19.4 

一般社団法人･特定社団法人 11 11.2 

公益財団法人 5 5.1 

有限会社 2 2.0 

株式会社 4 4.1 

その他 5 5.1 

N/A 0 0.0 

合計 98 100.0 

 

3）自立生活援助に従事する職員の人数と属性（問 2-1）

（n=98） 

(1)自立生活援助に従事する常勤職員数 

 自立生活援助に専従する常勤職員の人数は、合計で

21 人であった。配置人数の平均は、0.36 人（SD±0.58）、

最大値は 2 人であった（表 1-3）。 

 また、自立生活援助を兼務する常勤職員の人数は、合

計で 311 人であった。配置人数の平均は、3.31 人（SD

±2.30）、最大値は 12 人であった（表 1-4）。 

 さらに、常勤のうち当該事業のために新規採用された

者は、合計で10人であった。新規採用人数の平均は0.15

人（SD±0.48）、最大値は 3 人であった（表 1-5）。 

 

表 1-3 自立生活援助に専従する常勤職員数 

（単位：人） 

合計 21.00 

平均 0.36 

分散(n-1) 0.34 

標準偏差 0.58 

最大値 2.00 

最小値 0.00 

N/A 40 

全体（有効回答数） 58 

 

表 1-4 兼務にて自立生活援助に従事する常勤職員数 

               （単位：人） 

合計 311.00 

平均 3.31 

分散(n-1) 5.29 

標準偏差 2.30 

最大値 12.00 

最小値 0.00 

N/A 4 

全体（有効回答数） 94 

 

表 1-5 常勤のうち当該事業のための新規採用者 

（単位：人） 

合計 10.00 

平均 0.15 

分散(n-1) 0.23 

標準偏差 0.48 

最大値 3.00 

最小値 0.00 

N/A 33 

全体（有効回答数） 65 

 

(2)自立生活援助に従事する非常勤職員数 

 自立生活援助に専従する非常勤職員の人数は、合計で

16人であった。配置人数の平均は 0.37人（SD±1.05）、

最大値は 5 人であった（表 1-6）。 

 また、自立生活援助を兼務する非常勤職員の人数は、

合計で 75 人であった。配置人数の平均は 1.27 人（SD

±2.68）、最大値は 19 人であった（表 1-7）。 

 さらに、非常勤のうち当該事業のために新規採用され

た者は、合計で 4 人であった。新規採用人数の平均は

0.08 人（SD±0.28）、最大値は 1 人であった（表 1-8）。 

 

表 1-6 自立生活援助に専従する非常勤職員数 

（単位：人） 

合計 16.00 

平均 0.37 

分散(n-1) 1.10 

標準偏差 1.05 

（資料４）相談支援事業所における自立生活援助の実施状況に関する調査研究（令和元年度分担報告書） 
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最大値 5.00 

最小値 0.00 

N/A 55 

全体（有効回答数） 43 

 

表 1-7 兼務にて自立生活援助に従事する非常勤職員

数 

              （単位：人） 

合計 75.00 

平均 1.27 

分散(n-1) 7.20 

標準偏差 2.68 

最大値 19.00 

最小値 0.00 

N/A 39 

全体（有効回答数） 59 

 

表 1-8 非常勤のうち当該事業のための新規採用者 

（単位：人） 

合計 4.00 

平均 0.08 

分散(n-1) 0.08 

標準偏差 0.28 

最大値 1.00 

最小値 0.00 

N/A 50 

全体（有効回答数） 48 

 

(3)自立生活援助に従事する職員数（常勤職員＋非常勤

職員） 

 自立生活援助に専従する常勤職員と非常勤職員の人

数は、合計で 37 人であった。配置人数の平均は 0.73 人

（SD±1.15）、最大値は 6 人であった（表 1-9）。 

 また、兼務にて自立生活援助に従事する常勤職員と非

常勤職員の人数は、合計で 386 人であった。配置人数の

平均は 4.06 人（SD±3.21）、最大値は 22 人であった

（表 1-10）。 

 さらに、当該事業のために新規採用された常勤職員と

非常勤職員は、合計で 14 人であった。新規採用人数の

平均は 0.27 人（SD±0.69）、最大値は 4 人であった（表

1-11）。 

 

表 1-9 自立生活援助に専従する職員数（常勤職員＋非

常勤職員）               （単位：人） 

合計 37.00 

平均 0.73 

分散(n-1) 1.32 

標準偏差 1.15 

最大値 6.00 

最小値 0.00 

N/A 47 

全体（有効回答数） 51 

 

表 1-10 兼務にて自立生活援助に従事する職員数（常

勤職員＋非常勤職員）          （単位：人） 

合計 386.00 

平均 4.06 

分散(n-1) 10.27 

標準偏差 3.21 

最大値 22.00 

最小値 0.00 

N/A 3 

全体（有効回答数） 95 

 

表 1-11 職員のうち当該事業のための新規採用者（常

勤職員＋非常勤職員）          （単位：人） 

合計 14.00 

平均 0.27 

分散(n-1) 0.48 

標準偏差 0.69 

最大値 4.00 

最小値 0.00 

N/A 46 

全体（有効回答数） 52 

 

4）自立生活援助に従事する職員が兼務する事業（複数

回答）（問 2-2）（n=98） 

 自立生活援助に従事する職員が兼務する事業のうち、

（資料４）相談支援事業所における自立生活援助の実施状況に関する調査研究（令和元年度分担報告書） 
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最多は「特定相談支援」の 87 事業所（88.8％）であっ

た。次いで「一般相談支援」の 68 事業所（69.4％）、「そ

の他」の 38 事業所（38.8％）の順で多かった（表 1-12）。 

 

表 1-12 職員が兼務する内容 

兼務内容 事業所数 有効% 

特定相談支援 87 88.8 

一般相談支援 68 69.4 

委託・基幹相談支援 33 33.7 

その他 38 38.8 

N/A 1 1.0 

全体（有効回答数） 98 100.0 

 

5）自立生活援助に従事する職員の所持資格（重複あり）

（問 2-3）（n=98） 

 自立生活援助に従事する職員の所持資格のうち、最も

回答が多かったのは「相談支援専門員」であり、87 事

業所（88.8％）に配置されていた。その配置人数は、合

計 280 人、平均 3.2 人、最大値 10 人であった。次に多

かったのは、「社会福祉士」であり、68 事業所（69.4％）

に配置されていた。その配置人数は、合計 156 人、平均

2.3 人、最大値 7 人であった。次いで、「精神保健福祉

士」（配置事業所数 67 事業所、合計 183 人、平均 2.7

人、最大値 9 人）、「介護福祉士」（配置事業所数 45 事業

所、合計 85 人、平均 1.89 人、最大値 6 人）の順に多か

った（表 1-13）。 

 

表 1-13 自立相談援助に従事する職員の所持資格 

（単位：人） 

  
合計 平均 

分散 

n-1 

標準 

偏差 
最大値 最小値 全体 

相談支援

専門員 
280 3.2 3.9 2.0 10 1 87 

社会福祉

士 
156 2.3 2.4 1.6 7 1 68 

精神保健

福祉士 
183 2.7 3.5 1.9 9 1 67 

介護福祉

士 
85 1.9 1.7 1.3 6 1 45 

看護師・

准看護師 
11 1.6 1.3 1.1 4 1 7 

保健師 1 1.0   1 1 1 

作 業 療

法士 
4 2.0 2.0 1.4 3 1 2 

理学療法

士 
0 0     0 

言語聴覚

士 
1 1.0   1 1 1 

公認心理

師 
8 1.1 0.1 0.4 2 1 7 

介護支援

専門員 
38 1.5 0.3 0.6 3 1 25 

ピアサポ

ーター 
16 2.7 3.9 2.0 6 1 6 

その他 20 1.2 0.2 0.4 2 1 17 

 

6）自立生活援助の契約者数と実利用総数、終了者数 

（問 4）（n=98） 

 自立生活援助の契約者数は、合計 356 人、平均 3.67

人（SD±6.58）、最大値 52 人であった（表 1-14）。 

 また、平成 30 年度から平成 31 年 7 月末までの実利

用者数は、合計 533 人、平均は 5.61 人（SD±16.31）、

最大値 145 人であった（表 1-15）。 

 さらに、終了者数は合計 78 人、平均 0.88 人（SD±

2.11）、最大値 12 人であった（表 1-16）。 

 

表 1-14 自立生活援助の契約者数    （単位：人） 

合計 356.00 

平均 3.67 

分散(n-1) 43.24 

標準偏差 6.58 

最大値 52.00 

最小値 0.00 

N/A 1 

全体（有効回答数） 97 

 

表 1-15 平成 30 年度～平成 31 年 7 月末までの実利用

者数                  （単位：人） 

合計 533.00 

（資料４）相談支援事業所における自立生活援助の実施状況に関する調査研究（令和元年度分担報告書） 
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平均 5.61 

分散(n-1) 266.11 

標準偏差 16.31 

最大値 145.00 

最小値 0.00 

N/A 3 

全体（有効回答数） 95 

 

表 1-16 自立生活援助の終了者数    （単位：人） 

合計 78.00 

平均 0.88 

分散(n-1) 4.45 

標準偏差 2.11 

最大値 12.00 

最小値 0.00 

N/A 9 

全体（有効回答数） 89 

 

7）自立生活援助事業の実施に至った理由（問5）（n=98） 

 自立生活援助事業の実施に至った理由について、「1．

大いに当てはまる」から「4．当てはまらない」という

4 件法によるリッカート尺度を用いて質問した。その結

果、「従来、地域定着支援を利用していた人への定期訪

問による支援のため」（平均 2.8、SD±1.2）と「宿泊型

自立訓練の利用後のフォローのため」（平均 3.2、SD±

1.1）の 2 項目において天井効果を示した。他方、「地域

移行支援をした後の利用者のフォローのため」（平均2.1、

SD±1.2）と「従来、計画相談の一環として支援してい

たため」（平均 1.9、SD±1.1）の 2 項目で床効果が見ら

れた（表 1-17、図 1～8）。 

 

表 1-17 自立生活援助事業の実施に至った理由（4件法

によるリッカート尺度）（統計量） 

  平均値 標準偏差 

地域移行支援をした後の利用者の

フォローのため 2.1  1.2  

従来、地域定着支援を利用していた

人への定期訪問による支援のため 2.8  1.2  

従来、委託相談の一環として支援し

ていたため 2.7  1.2  

従来、計画相談の一環として支援し

ていたため 1.9  1.1  

共同生活援助の利用後のフォロー

のため 2.6  1.2  

宿泊型自立訓練の利用後のフォロ

ーのため 3.2  1.1  

所属圏域におけるニーズが高いと

判断したため 2.3  1.0  

新規に事業を拡大するため 2.6  1.0  

＊網掛けは、天井効果、もしくは床効果を示した項目 

 

（度数） 

  １．大いに

当てはまる 

２．当て

はまる 

３．あまり当

てはまらない 

４．当ては

まらない 

地域移行支援

をした後の利

用者のフォロ

ーのため 38 28 7 21 

％ 38.8 28.6 7.1 21.4 

従来、地域定着

支援を利用し

ていた人への

定期訪問によ

る支援のため 18 22 12 40 

％  18.4 22.4 12.2 40.8 

従来、委託相談

の一環として

支援していた

ため 21 21 11 39 

％  21.4 21.4 11.2 39.8 

従来、計画相

談の一環とし

て支援してい

たため 43 29 7 15 

％  43.9 29.6 7.1 15.3 

共同生活援助

の利用後のフ 23 25 10 32 

（資料４）相談支援事業所における自立生活援助の実施状況に関する調査研究（令和元年度分担報告書） 
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ォローのため 

％  23.5 25.5 10.2 32.7 

宿泊型自立訓練

の利用後のフォ

ローのため 9 16 15 48 

％  9.2 16.3 15.3 49.0  

所属圏域におけ

るニーズが高い

と判断したため 18 42 13 16 

％  18.4 42.9 13.3 16.3 

新規に事業を拡

大するため 12 35 21 23 

％  12.2 35.7 21.4 23.5 

 

 

 

 

 

 

図 1 地域移行支援の利用後のフォローのため 

 

  

 

 

図 2 従来、地域定着支援を利用していた人への 

定期訪問による支援のため 

 

 

 

 

 

図 3 従来、委託相談の一環として支援していたため 

 

 

 

 

 

 

図 4 従来、計画相談の一環として支援していたため 

 

 

 

 

 

図 5 共同生活援助の利用後のフォローのため 

当てはまらない  

21.4％ 

N/A 4.1％ 

大いに当てはまる 

38.8％ 

あまり当て

はまらない  

7.1％ 
当てはまる 

28.6.％ 

当てはまる 

22.4％ 

あまり当てはまらない  

12.2％ 

当てはまらない  

40.8.％ 

大いに当てはまる 

21.4％ 

当てはまる 

21.4％ 

あまり当てはまらない  

11.2％ 

当てはまらない  

39.8％ 

N/A 6.1％ 

大いに当てはまる 

43.9％ 

当てはまる 

29.6％ 

あまり当て

はまらない  

7.1％ 

当てはまらない  

15.3％ 

N/A 4.1％ 

大いに当てはまる 

23.5％ 
当てはまらない  

32.7％ 

当てはまる 

25.5％ 
あまり当てはまらない  

10.2％ 

N/A 

7.1％ 

大いに当てはまる 

18.4％ 

N/A 6.1％ 
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図 6 宿泊型自立訓練の利用後のフォローのため 

 

 

 

 

 

 

図 7 所属圏域におけるニーズが高いと判断したため 

 

 

  

 

図 8 新規の事業を拡大するため 

 

8）事業所の主たる利用対象とする領域（問 6）（複数回

答）（n=98） 

 事業所が主たる利用対象とする領域のうち、最も回答

の多かったものは「精神障害」であり、86 事業所（87.8％）

であった。次いで、「知的障害」（61 事業所、62.2％）、

「身体障害」（40 事業所、40.8％）の順に多かった（表

1-18、図 9）。 

 

表 1-18 事業所が主たる利用対象とする領域 

主たる利用対象 事業所数 有効% 

身体障害 40 40.8 

知的障害 61 62.2 

精神障害 86 87.8 

障害児 37 37.8 

難病 36 36.7 

N/A 0 0.0 

全体（有効回答数） 98 100.0 

 

 

図 9 事業所が主たる利用対象とする領域 

 

9）職員の平成 30 年度における市町村自立支援協議会

の委嘱・参加の有無（問 7）（n=98） 

 平成 30 年度における事業所職員の市町村自立支援協

議会の委嘱・参加の有無について、「あり」との回答は

78事業所（79.6％）、「なし」との回答は20事業所（20.4％）

であった。（表 1-19、図 10） 

 

表 1-19 市町村自立支援協議会への委嘱・参加の有無 

委嘱・参加の有無 事業所数 有効% 

あり 78 79.6 

なし 20 20.4 

N/A 0 0.0 

全体（有効回答数） 98 100.0 

N/A 8.2％ 

大いに当てはまる 

9.2％ 

当てはまる 

16.3％ 

あまり当て

はまらない  

15.3％ 

当てはまらない  

49.0％ 

N/A 10.2％ 

大いに当てはまる 

18.4％ 

当てはまる 

42.9％ あまり当て

はまらない  

13.3％ 

当てはまらない  

16.3％ 

N/A 9.2％ 

当てはまる 

35.7％ あまり当て

はまらない  

21.4％ 

当てはまらない  

23.5％ 

身体障害 

精神障害 

知的障害 

障害児 

難病 

大いに当てはまる 

12.2％ 
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図 10 市町村自立支援協議会への委嘱・参加の有無 

 

10）職員の平成 30 年度における市町村自立支援協議会

の精神障害部会や地域移行支援部会への参加の有無（問

8）（n=98） 

 平成 30 年度における事業所職員の市町村自立支援協

議会の精神障害部会や地域移行支援部会への参加の有

無について、「あり」との回答は 65 事業所（66.3％）、

「なし」との回答は 33 事業所（33.7％）であった。（表

1-20、図 11） 

 

表 1-20 市町村自立支援協議会の精神障害部会や地域

移行支援部会への参加の有無 

参加の有無 事業所数 有効% 

あり 65 66.3 

なし 33 33.7 

N/A 0 0.0 

全体（有効回答数） 98 100.0 

 

図 11 市町村自立支援協議会の精神障害部会や 

地域移行支援部会への参加の有無 

 

11）職員の医療保護入院者退院支援委員会への参加状況

（問 9） 

(1)職員の医療保護入院者退院支援委員会への参加の有

無（n=98） 

 事業所職員の医療保護入院者退院支援委員会への参

加の有無について、「あり」との回答は 26 事業所

（26.5％）、「なし」との回答は 71 事業所（72.4％）で

あった（表 1-21、図 12）。 

 

表 1-21 医療保護入院退院支援委員会への参加の有無 

参加の有無 事業所数 有効% 

あり 26 26.5 

なし 71 72.4 

N/A 1 1.0 

全体（有効回答数） 98 100.0 

 

 

図 12 医療保護入院者退院支援委員会への参加の有無  

 

(2)平成 30 年度における職員の医療保護入院者退院支

援委員会への参加実績（n=26） 

 平成 30 年度における事業所職員の医療保護入院者退

院支援委員会への参加実績は、合計 96 回、平均 3.69 回

（SD±4.44）、最大値 22 回であった（表 1-22）。 

 

表 1-22 平成30年度における医療保護入院者退院支援

委員会への参加実績           （単位：回） 

合計 96.00 

平均 3.69 

分散(n-1) 19.74 

標準偏差 4.44 

最大値 22.00 

最小値 0.00 

N/A 0 

非該当 72 

全体（有効回答数） 26 

 

12)一般相談支援事業の実施状況について（問 10） 

(1)一般相談支援事業の指定の有無（n=98） 

事業所における一般相談支援事業の指定について、

あり  

79.6％ 

なし  

20.4％ 

あり  

66.3％ 

なし  

33.7％ 

あり  

26.5％ 

なし  

72.4％ 

N/A 

1.0％ 
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「あり」との回答は 83 事業所（84.7％）、「なし」との

回答は 15 事業所（15.3％）であった（表 1-23、図 13）。 

 

表 1-23 一般相談支援事業の指定の有無 

指定の有無 事業所数 有効% 

あり 83 84.7 

なし 15 15.3 

N/A 0 0.0 

全体（有効回答数） 98 100.0 

 

図 13 一般相談支援事業の指定の有無 

 

(2)一般相談支援事業の指定を受けた年度（n=83） 

事業所が「一般相談支援事業」の指定を受けた年度に

ついて最も多かった回答は、都道府県知事による指定一

般相談支援事業者の指定が開始された 2012（平成 24）

年度であり、26 事業所（36.6％）であった。次いで、

2013（平成 25）年度の 18 事業所（25.4％）、2014（平

成 26）年度の 6 事業所（8.5％）の順に多かった（表 1-

24）。 

表 1-24 一般相談支援事業の指定を受けた年度 

指定年度 事業所数 有効％ 

平成 24 26 36.6 

平成 25 18 25.4 

平成 26 6 8.5 

平成 27 3 4.2 

平成 28 5 7.0 

平成 29 4 5.6 

平成 30 4 5.6 

平成 31/令和元 5 7.0 

全体（有効回答数） 71 100.0 

N/A 2  

欠損値 10   

指定を受けた年度を 2011 年度以前とした回答は、全て

欠損値とした。 

13)特定支援事業の実施状況（問 11） 

(1)特定相談支援事業の指定の有無（n=98） 

 事業所の「特定相談支援事業」の指定について、「あ

り」との回答は 96 事業所（98.0％）、「なし」との回答

は 2 事業所（2.0％）であった（表 1-25、図 14）。 

 

表 1-25 特定相談支援事業の指定の有無 

指定の有無 事業所数 有効% 

あり 96 98.0 

なし 2 2.0 

N/A 0 0.0 

全体（有効回答数） 98 100.0 

 

 

図 14 特定相談支援事業の指定の有無 

 

(2)令和元年 9 月分の特定相談支援に係る実績（n=96） 

 事業所における特定相談支援に係る令和元年 9 月分

の実績は、合計 7,054 件、平均 75.85 件（SD±75.92）、

最大値は 376 件であった（表 1-26）。 

 

表 1-26 令和元年 9月分の特定相談支援に係る実績 

（単位：件） 

合計 7054.00 

平均 75.85 

分散(n-1) 5764.04 

標準偏差 75.92 

最大値 376.00 

最小値 1.00 

N/A 3 

非該当 2 

全体（有効回答数） 93 

 

 

あり  

84.7％ 

なし  

15.3％ 

あり  

98.0％ 

なし  

2.0％ 

（資料４）相談支援事業所における自立生活援助の実施状況に関する調査研究（令和元年度分担報告書） 
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14）地域移行支援の実施状況 

(1) 平成 24 年度以降の地域移行支援の実績の有無（問

11-1）（n=98） 

 事業所の地域移行支援の実績について、「あり」との

回答は 63 事業所（64.3％）、「なし」との回答は 35 事業

所（35.7％）であった（表 1-27、図 15）。 

 

表 1-27 平成 24年度以降地域移行支援の実績の有無 

実績の有無 事業所数 有効% 

あり 63 64.3 

なし 35 35.7 

N/A 0 0.0 

全体（有効回答数） 98 100.0 

 

 

図 15 平成 24年度以降地域移行支援の 

実績の有無 

(2) 平成 24 年度から平成 29 年度までの地域移行支援

の実施実績と地域移行者総数について（問 11-2）（n=63） 

 平成 24 年度から平成 29 年度までの事業所における

地域移行支援の実施実績は、合計 518 件、平均 9.42 件

（SD±12.64）、最大値 60 件であった（表 1-28）。また、

同期間における地域移行者の総数（地域移行支援によっ

て地域移行した人の総数）は、合計 351 件、平均 6.50

件（SD±7.8）、最大値 34 件であった（表 1-29）。 

 

表 1-28 平成 24-29年度 地域移行支援の実施総数 

（単位：件） 

合計 518.00 

平均 9.42 

分散(n-1) 159.69 

標準偏差 12.64 

最大値 60.00 

最小値 0.00 

N/A 8 

非該当 35 

全体（有効回答数） 55 

 

表 1-28の度数分布 

件数 事業所数 有効％ 

0 7 12.7 

1-10 32 58.2 

11-20 8 14.5 

21-30 5 9.1 

41-50 2 3.6 

51-60 1 1.8 

全体（有効回答数） 55 100.0 

欠損値 43  

 

表 1-29 平成 24-29 年度 地域移行者数  （単位：

件） 

合計 351.00 

平均 6.50 

分散(n-1) 60.90 

標準偏差 7.80 

最大値 34.00 

最小値 0.00 

N/A 9 

非該当 35 

全体（有効回答数） 54 

 

表 1-29の度数分布 

件数 事業所数 有効％ 

0 9 16.7 

1-10 33 61.1 

11-20 9 16.7 

21-30 1 1.9 

31-40 2 3.7 

全体（有効回答数） 54 100.0 

欠損値 44  

 

(3)平成30年度地域移行支援の実施実績（問11-2）（n=63） 

平成 30 年度の事業所におけるの地域移行支援の実施

あり  

64.3％ 

なし  

35.7％ 

（資料４）相談支援事業所における自立生活援助の実施状況に関する調査研究（令和元年度分担報告書） 
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実績は、合計 217 件、平均 3.68 件（SD±4.22）、最大

値 24 件であった（表 1-30）。また、同期間における地

域移行者の総数（地域移行支援によって地域移行した人

の総数）は、合計 126 件、平均 2.17 件（SD±2.31）、

最大値 10 件であった（表 1-31）。 

 

表 1-30 平成 30年度 地域移行支援の実施総数 

（単位：件） 

合計 217.00 

平均 3.68 

分散(n-1) 17.81 

標準偏差 4.22 

最大値 24.00 

最小値 0.00 

N/A 4 

非該当 35 

全体（有効回答数） 59 

 

表 1-30の度数分布 

件数 事業所数 有効％ 

0 11 18.6 

1-10 45 76.3 

11-20 2 3.4 

21-30 1 1.7 

全体（有効回答数） 59 100.0 

欠損値 39   

 

表 1-31 平成 30 年度 地域移行者数  （単位：件） 

合計 126.00 

平均 2.17 

分散(n-1) 5.34 

標準偏差 2.31 

最大値 10.00 

最小値 0.00 

N/A 5 

非該当 35 

全体（有効回答数） 58 

 

 

表 1-31の度数分布 

件数 事業所数 有効％ 

0 14 24.1 

1-2 27 46.6 

3-4 10 17.2 

5-6 2 3.4 

7-8 4 6.9 

9-10 1 1.7 

全体（有効回答数） 58 100.0 

欠損値 40   

 

(4)平成 24年度から平成 30年度の終了者の地域移行先

（問 11-3）（n=63） 

 平成 24 年度から平成 30 年度の地域移行支援の終了

者の地域移行先は、「グループホーム」220 人（最大値

29 人）が最多、次いで「単身（賃貸住宅）」の 165 人（最

大値 12 人）、「家族との同居」の 43 人（最大値 5 人）

の順であった（表 1-32）。 

 

表 1-32 平成 24-30年度の終了者の地域移行先 

  全体 

(単位：事業所) 

(有効回答数) 

最大値 

(単位：人) 

合計 

(単位：人) 

家族と同居 41 5 43 

単身（持ち家） 36 4 14 

単身（賃貸住宅） 49 12 165 

グループホーム 50 29 220 

宿泊型自立訓練施設 34 6 15 

生活保護施設 

(救護施設・更生施設) 33 1 1 

その他 36 5 21 

N/A 4     

全体（有効回答数） 59 38 479 

 

15)地域定着支援の実施状況 

(1)平成 24 年度以降の地域定着支援の実績（問 12-1）

（n=98） 

 事業所の平成 24 年度以降の地域定着支援の実績につ

いて質問した。その結果、「あり」との回答は 53 事業所

（資料４）相談支援事業所における自立生活援助の実施状況に関する調査研究（令和元年度分担報告書） 
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（54.1％）、「なし」との回答は 45 事業所（45.9％）で

あった（表 1-33、図 16）。 

なお、平成 24 年度より、地域定着支援は地域移行支

援と同様に補助金による事業から自立支援給付費の個

別給付によるサービスへと移行している。 

 

表 1-33 平成 24年度以降地域定着支援の実績の有無 

実績の有無 事業所数 有効% 

あり 53 54.1 

なし 45 45.9 

N/A 0 0.0 

全体（有効回答数） 98 100.0 

 

 

 

 

 

 

図 16 平成 24年度以降地域定着支援の実績の有無 

(2)平成 24 年度から平成 30 年度の地域定着支援の実施

実績（問 12-2）（n=53） 

平成 24 年度から平成 29 年度までの事業所における

の地域定着支援の実施実績は、合計 858 件、平均 17.16

件（SD±25.46）、最大値 138 件であった（表 1-34）。

また、平成 30 年度の実績は、合計 475 件、平均 9.13 件

（SD±12.15）、最大値 63 件であった（表 1-35）。 

 

表 1-34 平成 24-29年度の地域定着支援の実施総数 

（単位：件） 

合計 858.00 

平均 17.16 

分散(n-1) 648.22 

標準偏差 25.46 

最大値 138.00 

最小値 0.00 

N/A 3 

非該当 45 

全体（有効回答数） 50 

 

 

表 1-34の度数分布 

件数 事業所数 有効％ 

0 8 16.0 

1-20 28 56.0 

21-40 5 10.0 

41-60 6 12.0 

61-80 2 4.0 

121-140 1 2.0 

全体（有効回答数） 50 100.0 

欠損値 48   

 

表 1-35 平成 30年度 地域移行支援の実施総数 

（単位：件） 

合計 475.00 

平均 9.13 

分散(n-1) 147.61 

標準偏差 12.15 

最大値 63.00 

最小値 0.00 

N/A 1 

非該当 45 

全体（有効回答数） 52 

 

表 1-35の度数分布 

件数 事業所数 有効％ 

0 9 17.3 

1-20 36 69.2 

21-40 5 9.6 

41-60 1 1.9 

61-80 1 1.9 

全体（有効回答数） 52 100.0 

欠損値 46   

 

(3)平成 24 年度から平成 30 年度の利用者（実施者）の

居住形態（問 12-3）（実人数）（n=53） 

 平成 24 年度から平成 30 年度の地域定着支援の利用

者の居住形態について、最も多かったのは「単身（賃貸

住宅）」の 454 人（最大値 63 人）であった。次いで、

「家族と同居」の 148 人（最大値 35 人）、「単身（持ち

あり  

54.1％ 

なし  

45.9％ 

（資料４）相談支援事業所における自立生活援助の実施状況に関する調査研究（令和元年度分担報告書） 
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家）」の 90 人（最大値 20 人）の順に多かった（表 1-

36）。 

 

表 1-36 平成 24-30年度 利用者の居住形態 

  全体 

(単位：事業所) 

(有効回答数) 

最大値 

(単位：人) 

合計 

(単位：人) 

家族と同居 39 35 148 

単身(持ち家) 40 20 90 

単身(賃貸住宅) 48 63 454 

その他 34 4 12 

 

 (4)平成30年度終了者の転帰（問12-4）（実人数）（n=53） 

 平成 30 年度の地域定着支援終了者の転帰について、

最も多かったのは、「期間満了」の 37 人（平均 0.97 人

（SD±1.72）、最大値 6 人）であった（その他を除く）。

次いで多かったのは、「自立生活援助の利用へ変更」の

33 人（平均 0.80 人（SD±1.38）、最大値 6 人）であっ

た（表 1-37）。 

 

表 1-37 平成 30年度終了者の転帰（実人数） 
 

全体 

(単位：事業所) 

(有効回答数) 

平均

値 

標準

偏差 

最大

値 

合計 

(単位：人) 

期間満了 38 0.97  1.72  6 37 

自立生活援助

の利用へ変更 

41 0.80  1.38  6 33 

本人の希望 34 0.65  1.94  11 22 

圏外への転居 34 0.26  0.79  4 9 

入院・入所 37 0.81  1.20  5 30 

死亡 37 0.27  0.45  1 10 

その他 40 1.05  3.50  22 42 

 

2．個人シートに関する単純集計の結果 

1) 利用開始の年月（問 1）（n=358） 

自立生活援助事業の利用開始について最も多かった

回答は、「2019（令和元）年 5 月」であり、41 人（11.5％）

であった。次いで、「2019（平成 31）年 4 月」の 36 人

（10.1％）、「2019（令和元）年 6 月」の 31 人（8.7％）

の順に多かった（表 2-1）。 

表 2-1 利用開始の年月         （単位：人） 

開始年月 人数 有効% 

2018（平成 30）年 4 月 19 5.3 

2018（平成 30）年 5 月 5 1.4 

2018（平成 30）年 6 月 15 4.2 

2018（平成 30）年 7 月 25 7.0 

2018（平成 30）年 8 月 15 4.2 

2018（平成 30）年 9 月 17 4.7 

2018（平成 30）年 10 月 18 5.0 

2018（平成 30）年 11 月 15 4.2 

2018（平成 30）年 12 月 24 6.7 

2019（平成 31）年 1 月 16 4.5 

2019（平成 31）年 2 月 14 3.9 

2019（平成 31）年 3 月 25 7.0 

2019（平成 31）年 4 月 36 10.1 

2019（令和元）年 5 月 41 11.5 

2019（令和元）年 6 月 31 8.7 

2019（令和元）年 7 月 21 5.9 

N/A 21 5.9 

全体 358 100.0 

 

2)障害種別（問 2）（複数回答可）（n=358） 

 利用者の障害種別について、最も回答の多かったもの

は「精神障害」であり、227 人（63.4％）であった。次

いで、「知的障害」（145 人、40.5％）、「身体障害」（28

人、7.8％）の順に多かった（表 2-2）（図 1）。 

 

表 2-2 障害種別            （単位：人） 

障害種別 人数 有効% 

身体障害 28 7.8 

知的障害 145 40.5 

精神障害 227 63.4 

障害児 1 0.3 

難病 5 1.4 

その他 13 3.6 

N/A 2 0.6 

全体 358 100.0 

（資料４）相談支援事業所における自立生活援助の実施状況に関する調査研究（令和元年度分担報告書） 
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図 1 障害種別（複数回答可） 

 

3)性別（問 3）（n=358） 

利用者の性別について、「男性」の 202 人（56.4％）

に対し、「女性」は 153 人（42.7％）であった。（表 2-

3） 

表 2-3 性別              （単位：人） 

性別 人数 有効% 

男性 202 56.4 

女性 153 42.7 

N/A 3 0.8 

全体 358 100.0 

 

 

図 2 性別 

 

4)年代（問 4）（n=358） 

利用者の年代について、最も回答の多かったものは

「40 代」であり、98 人（27.4％）であった。次いで、

「50 代」（96 人、26.8％）、「30 代」（70 人、19.6％）

の順に多かった（表 2-4）。 

 

表 2-4 年代              （単位：人） 

年代 人数 有効% 

10 代 5 1.4 

20 代 34 9.5 

30 代 70 19.6 

40 代 98 27.4 

50 代 96 26.8 

60 代 47 13.1 

70 代 6 1.7 

80 代 0 0.0 

90 代 0 0.0 

N/A 2 0.6 

全体 358 100.0 

 

 

図 3 年代 

5)障害支援区分（問 5）（n=358） 

利用者の障害支援区分について、最も回答の多かった

ものは「区分 2」であり、125 人（34.9％）であった。

次いで、「区分 3」（96 人、26.8％）、「なし」（68 人、

19.0％）の順に多かった（表 2-5）。 

 

表 2-5 障害支援区分         （単位：人） 

障害支援区分 人数 有効% 

区分 1 18 5.0 

区分 2 125 34.9 

区分 3 96 26.8 

区分 4 33 9.2 

区分 5 6 1.7 

区分 6 2 0.6 

非該当 3 0.8 

なし 68 19.0 

N/A 7 2.0 

全体 358 100.0 

 

0 50 100 150 200 250

身体障害

知的障害

精神障害

障害児

難病

その他

無回答

0 20 40 60 80 100 120

10代

20代

30代

40代

50代

60代

70代

80代

90代

無回答

男性  

56.4％ 

女性  

42.7％ 
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6)退院・退所からの経過年数（問 6）（n=358） 

利用者の退院・退所からの経過年数について、「1 年

以内」の 138 人（38.5％）に対し、「それ以外」は 215

人（60.1％）であった（表 2-6）。 

 

表 2-6 退院・退所からの経過年数   （単位：人） 

経過年数 人数 有効% 

1 年以内 138 38.5 

それ以外 215 60.1 

N/A 5 1.4 

全体 358 100.0 

 

7)利用前の居住先（問 7）（n=358） 

利用者が自立生活援助を利用する前の居住先として、

最も回答の多かったものは「現に一人暮らし」であり、

137 人（38.3％）であった。次いで、「家族と同居」（85

人、23.7％）、「精神科病院」（67 人、18.7％）の順に多

かった（表 2-7）。 

 

表 2-7 利用前の居住先         （単位：人） 

居住先 人数 有効% 

障害者支援施設 0 0.0 

宿泊型自立訓練 12 3.4 

共同生活援助 44 12.3 

児童福祉施設 3 0.8 

精神科病院  67 18.7 

療養介護を行う病院 0 0.0 

福祉ホーム 0 0.0 

救護施設 1 0.3 

更生施設 0 0.0 

刑事施設 0 0.0 

少年院   0 0.0 

更生保護施設 0 0.0 

自立更生促進センター 0 0.0 

就業支援センター   0 0.0 

自立準備ホーム 0 0.0 

国立のぞみの園 0 0.0 

現に一人暮らし 137 38.3 

家族と同居 85 23.7 

その他 7 2.0 

N/A 2 0.6 

全体 358 100.0 

 

8)過去の地域移行支援の利用歴（問 8）（n=358） 

利用者の過去の地域移行支援利用の有無について、最

も回答の多かったものは「なし」であり、309 人（86.3％）

であった。次いで、「貴事業所あり」（35 人、9.8％）、「他

の事業所あり」（8 人、2.2％）の順に多かった（表 2-8）。 

 

表 2-8 過去の地域移行支援の利用歴   （単位：人） 
 

人数 有効% 

貴事業所あり 35 9.8 

他の事業所あり 8 2.2 

なし 309 86.3 

不明 6 1.7 

N/A 0 0.0 

全体 358 100.0 

 

9)現在の居住形態（問 9）（n=358） 

 利用者の現在の居住形態として、最も回答の多かった

ものは「単身」であり、258 人（72.1％）であった。次

いで、「障害のある家族との同居」（55 人、15.4％）、「そ

の他の状態の家族との同居」（16 人、4.5％）の順に多か

った（表 2-9）。 

 

表 2-9 現在の居住形態         （単位：人） 

居住形態 人数 有効% 

単身 258 72.1 

障害のある家族との同居 55 15.4 

疾病のある家族との同居 9 2.5 

その他の状態の家族との同居 16 4.5 

その他 13 3.6 

N/A 7 2.0 

全体 358 100.0 

 

10)過去の地域定着支援の利用歴（問 10）（n=358） 

 利用者の過去の地域定着支援利用の有無について、最

も回答の多かったものは「なし」であり、296 人（82.7％）

（資料４）相談支援事業所における自立生活援助の実施状況に関する調査研究（令和元年度分担報告書） 
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であった。次いで、「貴事業所あり」（37 人、10.3％）、

「不明」（8 人、2.2％）の順に多かった（表 2-10）。 

 

表 2-10 過去の地域定着支援の利用歴  （単位：人） 
 

人数 有効% 

貴事業所あり 37 10.3 

他の事業所あり 4 1.1 

なし 296 82.7 

不明 8 2.2 

N/A 13 3.6 

全体 358 100.0 

 

11)他に利用しているサービス（問 11）（複数回答）

（n=358） 

利用者が自立生活援助のほかに利用しているサービ

スについて、最も回答の多かったものは「居宅介護」で

あり、186 人（52.0％）であった。次いで、「訪問看護」

（122人、34.1％）、「就労継続支援B型」（99人、27.7％）

の順に多かった（表 2-11）。 

 

表 2-11 他に利用しているサービス   （単位：人） 

サービス 人数 有効% 

居宅介護 186 52.0 

重度訪問介護 0 0.0 

同行援護 0 0.0 

行動援護 0 0.0 

重度障害者等包括支援 0 0.0 

短期入所 11 3.1 

療養介護 0 0.0 

生活介護  22 6.1 

自立訓練（機能訓練） 0 0.0 

自立訓練（生活訓練） 7 2.0 

就労移行支援 5 1.4 

就労継続支援Ａ型 27 7.5 

就労継続支援Ｂ型 99 27.7 

地域活動支援センター 29 8.1 

移動支援 47 13.1 

精神科デイケア 34 9.5 

訪問看護 122 34.1 

介護保険サービス（高齢者デイ

サービス等） 

3 0.8 

その他 38 10.6 

利用していない 42 11.7 

N/A 6 1.7 

全体 358 100.0 

 

12)過去 1 年以上の入院・入所歴（問 12） 

(1) 過去 1 年以上の入院・入所歴の有無（n=358） 

 利用者の過去 1 年以上の入院・入所歴の有無につい

て、「なし」の 220 人（61.5％）に対し、「あり」は 98

人（27.4％）であった。（表 2-12）。 

表 2-12 過去に 1年以上の入院・入所歴の有無 

（単位：人） 
 

人数 有効% 

あり 98 27.4 

なし 220 61.5 

不明 35 9.8 

N/A 5 1.4 

全体 358 100.0 

(2)間近の過去 1 年以上の入院・入所期間（n=75） 

 間近の過去 1 年以上の入院・入所期間について、合計

3227 月、平均 43.03 月（SD±54.51）、最大値 240 月で

あった（表 2-13）。 

表 2-13 間近の過去 1年以上の入院・入所期間 

（単位：月） 

合計 3227 

平均値 43.03 

分散 2971.35 

標準偏差 54.51 

最大値 240 

最小値 1 

N/A 23 

非該当 260 

全体 75 

 

13)訪問回数 

(1) 2019（令和元）年 7 月の訪問の有無（問 13）（n=358） 

利用者の 2019（令和元）年 7 月の訪問の有無につい

（資料４）相談支援事業所における自立生活援助の実施状況に関する調査研究（令和元年度分担報告書） 
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て、「訪問あり」の 289 人（80.7％）に対し、「なし」は

58 人（16.2％）であった（表 2-14）。また、2019（令和

元）年 7 月の訪問回数について、合計 1,008 回、平均

3.75 回（SD±3.78）、最大値 47 回であった（表 2-15）。 

 

表 2-14 2019（令和元）年 7 月の訪問の有無（単位：

人） 

訪問の有無 件数 有効% 

訪問あり 289 80.7 

なし 58 16.2 

わからない 2 0.6 

N/A 9 2.5 

全体 358 100.0 

 

表 2-15 2019（令和元）年 7月の訪問回数 

合計 1008.00 

平均 3.75 

分散(n-1) 14.30 

標準偏差 3.78 

最大値 47.00 

最小値 1.00 

N/A 20 

非該当 69 

全体 269 

 

(2) 2019（令和元）年 7 月に実施した訪問のうち、随時

通報を受けて行った訪問（定期的に予定された訪問では

ないもの）を行った時間帯と回数（問 13-1）（n=289） 

2019（令和元）年 7 月に実施した訪問のうち、随時

通報を受けて行った訪問（定期的に予定された訪問では

ないもの）を行った時間帯について、最も回答が多かっ

たのは「開所時間内」であり、109 人（37.7％）であっ

た。次いで、「開所時間外（事業所の所定の閉所時間か

ら 22 時まで）」（18 人、6.2％）、「閉所日（6 時から 22

時まで）」（11 人、3.8％）の順に多かった（表 2-16）。 

また、開所時間内の随時訪問は合計 264 回、平均 2.56

回（SD±1.8）、最大値 12 回（表 2-17）、開所時間外（事

業所の所定の閉所時間から 22 時まで）の随時訪問は合

計 28 回、平均 1.65 回（SD±1.06）、最大値 5 回（表 2-

18）、開所時間外（22 時から 6 時まで）の随時訪問は合

計 3 回、平均 1.00 回（SD±0）、最大値 1 回（表 2-19）

であった。さらに閉所日（6 時から 22 時まで）の随時

訪問は合計 12 回、平均 1.20 回（SD±0.42）、最大値 2

回（表 2-20）、閉所日（22 時から 6 時まで）の随時訪問

は合計１回（表 2-21）であった。 

 

表 2-16 訪問ありのうち随時通報を受けて行った訪問

（定期的に予定された訪問ではないもの）を行った時間

帯                  （単位：人） 

時間帯 人数 有効% 

開所時間内 109 37.7 

開所時間外（事業所の所定の閉所

時間から 22 時まで） 

18 6.2 

開所時間外（22 時から 6 時まで） 4 1.4 

閉所日（6 時から 22 時まで） 11 3.8 

閉所日（22 時から 6 時まで） 2 0.7 

N/A 169 58.5 

非該当 69   

全体 289 100.0 

 

表 2-17 開所時間内に訪問した回数   （単位：回） 

合計 264.00 

平均 2.56 

分散(n-1) 3.25 

標準偏差 1.80 

最大値 12.00 

最小値 1.00 

N/A 6 

非該当 249 

全体 103 

 

表 2-18 開所時間外（事業所の所定の閉所時間から 22

時まで）に訪問した回数       （単位：回） 

合計 28.00 

平均 1.65 

分散(n-1) 1.12 

標準偏差 1.06 

最大値 5.00 

最小値 1.00 

（資料４）相談支援事業所における自立生活援助の実施状況に関する調査研究（令和元年度分担報告書） 
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N/A 1 

非該当 340 

全体 17 

 

表 2-19 開所時間外（22時から 6時まで）に訪問した

回数                （単位：回） 

合計 3.00 

平均 1.00 

分散(n-1) 0.00 

標準偏差 0.00 

最大値 1.00 

最小値 1.00 

N/A 1 

非該当 354 

全体 3 

 

表 2-20 閉所日（6時から 22時まで）に訪問した回数 

（単位：回） 

合計 12.00 

平均 1.20 

分散(n-1) 0.18 

標準偏差 0.42 

最大値 2.00 

最小値 1.00 

N/A 1 

非該当 347 

全体 10 

 

表 2-21 閉所日（22時から 6時まで）に訪問した回数 

（単位：回） 

合計 1.00 

平均 1.00 

最大値 1.00 

最小値 1.00 

N/A 1 

非該当 356 

全体 1 

 

14)電話相談 

(1) 2019（令和元）年 7 月の電話相談の有無（問 14）

（n=358） 

 利用者の 2019（令和元）年 7 月の電話相談の有無に

ついて、「電話相談あり」の 163 人（45.5％）に対し、

「なし」も 163 人（45.5％）であった（表 2-22）。また、

2019年 7月の電話相談の回数について、合計 1252回、

平均 8.63 回（SD±15.81）、最大値 121 回であった（表

2-23）。 

 

表 2-22 2019年 7月の電話相談の有無  （単位：人） 
 

人数 有効% 

電話相談あり 163 45.5 

なし 163 45.5 

わからない 8 2.2 

N/A 24 6.7 

全体 358 100.0 

 

表 2-23  2019年 7月の電話相談の回数 （単位：回） 

合計 1252.00 

平均 8.63 

分散(n-1) 249.91 

標準偏差 15.81 

最大値 121.00 

最小値 1.00 

N/A 18 

非該当 195 

全体 145 

 

(2) 2019（令和元）年 7 月に電話相談を行った回数と時

間帯（問 14-1）（n=163） 

 2019（令和元）年 7 月に電話相談を実施した時間帯

について、最も回答が多かったのは「開所時間内」であ

り、148 人（90.8％）であった。次いで、「開所時間外

（事業所の所定の閉所時間から 22 時まで）」（59 人、

36.2％）、「閉所日（6時から 22時まで）」（24人、14.7％）

の順に多かった（表 2-24）。 

また、開所時間内における電話相談は合計 960 回、平

均 6.62 回（SD±13.10）、最大値 121 回（表 2-25）、開

所時間外（事業所の所定の閉所時間から 22 時まで）の

電話相談は合計 201 回、平均 3.47 回（SD±3.95）、最

（資料４）相談支援事業所における自立生活援助の実施状況に関する調査研究（令和元年度分担報告書） 
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大値 25 回（表 2-26）、開所時間外（22 時から 6 時まで）

の電話相談は合計 36 回、平均 3.27 回（SD±3.13）、最

大値 9 回（表 2-27）であった。さらに閉所日（6 時から

22 時まで）の電話相談は合計 70 回、平均 3.18 回（SD

±3.39）、最大値 11 回（表 2-28）、閉所日（22 時から 6

時まで）の電話相談は合計 28 回、平均 4.67 回（SD±

2.34）、最大値 7 回（表 2-29）であった。 

 

表 2-24 2019年 7月に電話相談を行った時間帯 

（単位：人） 

時間帯 人数 有効% 

開所時間内 148 90.8 

開所時間外（事業所の所定の閉所

時間から 22 時まで） 

59 36.2 

開所時間外（22 時から 6 時まで） 12 7.4 

閉所日（6 時から 22 時まで） 24 14.7 

閉所日（22 時から 6 時まで） 7 4.3 

N/A 3 1.8 

非該当 195   

全体 163 100.0 

 

表 2-25 開所時間内に電話相談を行った回数 

（単位：回） 

合計 960.00 

平均 6.62 

分散(n-1) 171.72 

標準偏差 13.10 

最大値 121.00 

最小値 1.00 

N/A 3 

非該当 210 

全体 145 

 

表 2-26 開所時間外（事業所の所定の閉所時間から 22

時まで）に電話相談を行った回数   （単位：回） 

合計 201.00 

平均 3.47 

分散(n-1) 15.62 

標準偏差 3.95 

最大値 25.00 

最小値 1.00 

N/A 1 

非該当 299 

全体 58 

 

表 2-27 開所時間外（22時から 6時まで）に電話相談

を行った回数             （単位：回） 

合計 36.00 

平均 3.27 

分散(n-1) 9.82 

標準偏差 3.13 

最大値 9.00 

最小値 1.00 

N/A 1 

非該当 346 

全体 11 

 

表 2-28 閉所日（6時から 22時まで）に電話相談を行

った回数               （単位：回） 

合計 70.00 

平均 3.18 

分散(n-1) 11.49 

標準偏差 3.39 

最大値 11.00 

最小値 1.00 

N/A 2 

非該当 334 

全体 22 

 

表 2-29 閉所日（22時から 6時まで）に電話相談を行

った回数              （単位：回） 

合計 28.00 

平均 4.67 

分散(n-1) 5.47 

標準偏差 2.34 

最大値 7.00 

最小値 2.00 

N/A 1 
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非該当 351 

全体 6 

 

15)定期巡回の支援課題（問 15）（多いもの 3 つを選択）

（n=358） 

 定期巡回の支援課題について、最も回答が多かったの

は「金銭管理の相談・助言」であり、153 人（42.7％）

であった。次いで、「各種手続きの相談又は代行」（111

人、31.0％）、「家事に関する相談・助言」（107 人、29.9％）

の順に多かった（表 2-30）。 

 

表 2-30 定期巡回の支援課題     （単位：人） 

支援課題 人数 有効% 

サービス利用に関する情報提供や

相談・助言 

80 22.3 

他の支援者への情報提供 45 12.6 

金銭管理の相談・助言 153 42.7 

服薬管理に関する相談・助言 55 15.4 

サービス利用に関する相談・助言 53 14.8 

受診に関する相談・助言 57 15.9 

家事に関する相談・助言 107 29.9 

人間関係に関する相談・助言   71 19.8 

病状の不安定時の対応 74 20.7 

他の支援者との連絡調整 33 9.2 

本人と他者の関係調整・仲介 42 11.7 

家族への相談・助言    40 11.2 

支援ネットワークの形成 13 3.6 

各種手続きの相談又は代行 111 31.0 

トラブル対応 15 4.2 

同行支援 64 17.9 

その他 19 5.3 

N/A 9 2.5 

全体 358 100.0 

 

16)随時訪問の支援課題（問 16）（多いもの 3 つを選択）

（n=358） 

随時訪問の支援課題について、最も回答が多かったの

は「各種手続きの相談又は代行」であり、119 人（33.2％）

であった。次いで、「症状の不安定時の対応」（99 人、

27.7％）、「金銭管理の相談・助言」（74 人、20.7％）の

順に多かった（表 2-31）。 

 

表 2-31 随時訪問の支援課題      （単位：人） 

支援課題 人数 有効% 

サービス利用に関する情報提供や

相談・助言 

21 5.9 

他の支援者への情報提供 24 6.7 

金銭管理の相談・助言 74 20.7 

服薬管理に関する相談・助言 18 5.0 

サービス利用に関する相談・助言 27 7.5 

受診に関する相談・助言 49 13.7 

家事に関する相談・助言 45 12.6 

人間関係に関する相談・助言   41 11.5 

病状の不安定時の対応 99 27.7 

他の支援者との連絡調整 35 9.8 

本人と他者の関係調整・仲介 32 8.9 

家族への相談・助言    33 9.2 

支援ネットワークの形成 8 2.2 

各種手続きの相談又は代行 119 33.2 

トラブル対応 55 15.4 

同行支援 61 17.0 

その他 10 2.8 

N/A 92 25.7 

全体 358 100.0 

 

17)自立生活援助による支援効果（問 17）（効果が高い

もの 3 つを選択）（n=358） 

自立生活援助による支援効果について、最も回答が多

かったのは「各種手続きの相談又は代行」であり、148

人（41.3％）であった。次いで、「金銭管理の相談・助

言」（115 人、32.1％）、「同行支援」（92 人、25.7％）の

順に多かった（表 2-32）。 

 

表 2-32 自立生活援助による支援効果    

（単位：人） 

支援課題 人数 有効% 

サービス利用に関する情報提供や

相談・助言 

56 15.6 

他の支援者への情報提供 53 14.8 
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金銭管理の相談・助言 115 32.1 

服薬管理に関する相談・助言 26 7.3 

サービス利用に関する相談・助言 29 8.1 

受診に関する相談・助言 45 12.6 

家事に関する相談・助言 57 15.9 

人間関係に関する相談・助言   51 14.2 

病状の不安定時の対応 91 25.4 

他の支援者との連絡調整 59 16.5 

本人と他者の関係調整・仲介 44 12.3 

家族への相談・助言    43 12.0 

支援ネットワークの形成 37 10.3 

各種手続きの相談又は代行 148 41.3 

トラブル対応 56 15.6 

同行支援 92 25.7 

その他 23 6.4 

N/A 11 3.1 

全体 358 100.0 

 

18) 2019（令和元）年 7 月の同行支援加算に係る支援の

行き先と回数（問 18）（n=358） 

 2019（令和元）年 7 月の同行支援加算に係る支援の

行き先について、最も回答が多かったのは「行政機関」

であり、56 人（15.6％）であった。次いで、「医療機関」

（49 人、13.7％）、「買い物」（44 人、12.3％）の順に多

かった（表 2-33）。 

また、医療機関への同行は合計 70 回、平均 1.46 回

（SD±1.37）、最大値 9 回（表 2-34）、行政機関への同

行は合計 63 回、平均 1.15 回（SD±0.40）、最大値 3 回

（表 2-35）、金融機関への同行は合計 41 回、平均 1.64

回（SD±1.11）、最大値 5 回（表 2-36）であった。さら

に障害福祉サービス等の機関への同行は合計 18 回、平

均 1 回（SD±0）、最大値 1 回（表 2-37）、買い物への

同行は合計 68 回、平均 1.7 回（SD±1.18）、最大値 6

回（表 2-38）であった。 

 

表 2-33 同行支援加算に係る支援の行き先 

（単位：人） 

行き先 人数 有効% 

医療機関 49 13.7 

行政機関 56 15.6 

金融機関 26 7.3 

障害福祉サービス等の機関 18 5.0 

買い物 44 12.3 

その他 18 5.0 

同行支援を実施していない    153 42.7 

N/A 49 13.7 

全体 358 100.0 

表 2-34 医療機関への同行回数     （単位：回） 

合計 70.00 

平均 1.46 

分散(n-1) 1.87 

標準偏差 1.37 

最大値 9.00 

最小値 1.00 

N/A 1 

非該当 309 

全体 48 

 

表 2-35 行政機関への同行回数     （単位：回） 

合計 63.00 

平均 1.15 

分散(n-1) 0.16 

標準偏差 0.40 

最大値 3.00 

最小値 1.00 

N/A 1 

非該当 302 

全体 55 

 

表 2-36 金融機関への同行回数    （単位：回） 

合計 41.00 

平均 1.64 

分散(n-1) 1.24 

標準偏差 1.11 

最大値 5.00 

最小値 1.00 

N/A 1 

非該当 332 

全体 25 
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表 2-37 障害福祉サービス等の機関への同行回数 

（単位：回） 

合計 18.00 

平均 1.00 

分散(n-1) 0.00 

標準偏差 0.00 

最大値 1.00 

最小値 1.00 

N/A 0 

非該当 340 

全体 18 

 

表 2-38 買い物への同行回数     （単位：回） 

合計 68.00 

平均 1.70 

分散(n-1) 1.39 

標準偏差 1.18 

最大値 6.00 

最小値 1.00 

N/A 4 

非該当 314 

全体 40 

 

19)対象者の利用状況 

(1)対象者の 2019（令和元）年 7 月末時点の利用状況（問

19）（n=358） 

 対象者の 2019（令和元）年 7 月末時点の利用状況に

ついて、利用（更新なし）が 212 人（59.2％）、利用（更

新あり）が 69 人（19.3％）、終了が 52 人（14.5%）で

あった（表 2-39）。 

 

表 2-39 対象者の 2019年 7月末時点の利用状況 

（単位：人） 

利用状況 人数 有効% 

終了 52 14.5 

利用（更新あり） 69 19.3 

利用（更新なし） 212 59.2 

N/A 25 7.0 

全体 358 100.0 

(2) 2019（令和元）年 7 月末時点で終了している者の終

了までの期間（月数）（問 19-1）（n=52） 

2019（令和元）年 7 月末時点で終了している者の終

了までの期間について、合計 421 月、平均 8.77 月（SD

±3.47）、最大値 13 月であった（表 2-40）。 

 

表 2-40 2019年 7月末時点で終了している者の終了ま

での期間               （単位：月） 

合計 421.00 

平均 8.77 

分散(n-1) 12.05 

標準偏差 3.47 

最大値 13.00 

最小値 2.00 

N/A 4 

非該当 306 

全体 48 

 

(3) 2019（令和元）年 7 月末時点で終了している者の終

了理由（問 19-2）（n=52） 

2019（令和元）年 7 月末時点で終了している者の終

了理由として、最も回答が多かったのは「その他」であ

り、18 人（34.6％）であった。次いで、「本人の意向に

より」（13 人、25.0％）、「利用目的の達成」（7 人、13.5％）

の順に多かった（表 2-41）。 

 

表 2-41  2019年 7月末時点で終了している者の終了

理由                （単位：人） 

終了した理由 人数 有効% 

利用目的の達成 7 13.5 

本人が他市等へ転居した 4 7.7 

本人の意向により 13 25.0 

本人が入院・入所した  6 11.5 

その他 18 34.6 

N/A 4 7.7 

非該当 306   

全体 52 100.0 
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(4)自立生活援助を更新した場合の主な理由（問 19-3）

（n=69） 

自立生活援助を更新した場合の主な理由として、最も

回答が多かったのは「本人希望」であり、31 人（44.9％）

であった。次いで、「利用目的の未達成」（21 人、30.4％）、

「家族・関係者からの要請」（9 人、13％）の順に多か

った（表 2-42）。 

 

表 2-42 自立生活援助を更新した場合の主な理由 

（単位：人） 

更新理由 人数 有効% 

本人希望  31 44.9 

生活課題・ニーズの変化 6 8.7 

利用目的の未達成 21 30.4 

家族・関係者からの要請 9 13.0 

N/A 2 2.9 

非該当 289   

全体 69 100.0 

 

3.統計解析の結果 

１）自立生活援助を利用する精神障害者に関する特徴、

支援課題及び支援効果 

(1)自立生活援助を利用する精神障害者の特徴に関する

分析結果 

①精神障害の有無と退院・退所からの経過年数との関連 

精神障害の有無と退院・退所からの経過年数との関連

をみるために、「精神障害の有無」と「退院・退所から

の経過年数」とのクロス集計による独立性の検定（2検

定）を行った。その結果、「精神障害の有無」と「退院・

退所からの経過年数」との間で統計的な有意差がみられ

た（2=22.2、р<.001）（表 3-1）。 

 

表 3-1 「精神障害の有無」と「退院・退所からの経過

年数」とのクロス集計 
 

退院・退所から

の経過年数 

合計 Ⅹ2値 

1年以内 それ以外 

精神障害

の有無 

あり 人数 108 115 223 

(63.2%) 

22.2*** 

% 48.4% 51.6% 

残差 4.7 -4.7 

なし 人数 30 100 130 

(36.8%) % 23.1% 76.9% 

残差 -4.7 4.7 

***p < .001（正確優位水準（両側）） 

注：残差は調整済み残差 

 

②精神障害の有無と過去 1 年以上の入院・入所歴との

関連 

精神障害の有無と利用しているサービスとの関連をみ

るために、「精神障害の有無」と「過去 1 年以上の入院・

入所歴」とのクロス集計による独立性の検定（2検定）

を行った。その結果、「精神障害の有無」と「過去 1 年

以上の入院・入所歴」との間で統計的な有意差がみられ

た（2=17.8、р<.001）（表 3-2）。 

 

表 3-2 「精神障害の有無」と「過去 1年以上の入院・

入所歴」とのクロス集計 
 

過去1年以上の入

院・入所歴の有無 

合計 Ⅹ2値 

あり なし 

精神障害

の有無 

あり 人数 77 118 195 

(61.3%) 

17.8*** 

% 39.5% 60.5% 

残差 4.2 -4.2 

なし 人数 21 102 123 

(38.7%) % 17.1% 82.9% 

残差 -4.2 4.2 

***p < .001（正確優位水準（両側）） 

注：残差は調整済み残差 

 

③精神障害の有無と地域移行支援の利用歴との関連 

精神障害の有無と地域移行支援の利用歴との関連を

みるために、「過去の地域移行支援の利用歴」の選択肢

「1.貴事業所あり」と「2．他の事業所あり」を「利用歴

あり」、「3．なし」をそのまま「利用歴なし」と 2 カテ

ゴリーに再編成したうえで、「精神障害の有無」と「過

去の地域移行支援の利用歴」とのクロス集計による独立

性の検定（2検定）を行った。その結果、「精神障害の

有無」と「過去の地域移行支援の利用歴」との間で統計

的な有意差がみられた（2=22.2、р<.001）（表 3-3）。 
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表 3-3 「精神障害の有無」と「過去の地域移行支援の

利用歴」とのクロス集計 
 

地域移行支援の

利用歴 

合計 Ⅹ2値 

利用歴

あり 

利用歴

なし 

精神障害

の有無 

あり 人数 41 180 221 

(62.8%) 

22.2*** 

% 18.6% 81.4% 

残差 4.7 -4.7 

なし 人数 2 129 131 

(37.2%) % 1.5% 98.5% 

残差 -4.7 4.7 

***p < .001（正確優位水準（両側）） 

注：残差は調整済み残差 

 

④精神障害の有無と現在の居住形態との関連 

精神障害の有無と現在の居住形態との関連をみるた

めに、「現在の居住形態」の選択肢「1.単身」はそのま

まに「単身」、「2．障害のある家族との同居」～「4．そ

の他の状態の家族との同居」を「家族との同居」と２カ

テゴリーに再編したうえで、「精神障害の有無」と「現

在の居住形態」とのクロス集計による独立性の検定（2

検定）を行った。その結果、「精神障害の有無」と「現

在の居住形態」との間で統計的な有意差がみられた

（2=20.0、р<.001）（表 3-4）。 

 

表 3-4 「精神障害の有無」と「現在の居住形態」との

クロス集計 
 

現在の居住形態 合計 Ⅹ2値 

単身 家族と

同居 

精神障害

の有無 

あり 人数 178 33 211 

(62.4%) 

20.0*** 

 % 84.4% 15.6% 

残差 4.5 -4.5 

なし 人数 80 47 127 

(37.6%)  % 63.0% 37.0% 

残差 -4.5 4.5 

***p < .001（正確優位水準（両側）） 

注：残差は調整済み残差 

(2)自立生活援助を利用する精神障害者の支援課題（ニ

ーズ）に関する分析結果 

①精神障害の有無と定期巡回における金銭管理の相談・

助言との関連 

精神障害の有無と定期巡回における金銭管理の相談・

助言との関連をみるために、「精神障害の有無」と「定

期巡回における金銭管理の相談・助言」とのクロス集計

による独立性の検定（2検定）を行った。その結果、「精

神障害の有無」と「定期巡回における金銭管理の相談・

助言」との間で統計的な有意差がみられた（2=12.6、р

<.01）（表 3-5）。 

 

表 3-5 「精神障害の有無」と「定期巡回における金銭

管理の相談・助言」とのクロス集計 
 

金銭管理の 

相談・助言 

合計 Ⅹ2値 

あり なし 

精神障害

の有無 

あり 人数 81 146 227 

(63.4%) 

12.6** 

% 35.7% 64.3% 

残差 -3.6 3.6 

なし 人数 72 59 131 

(36.6%) % 55.0% 45.0% 

残差 3.6 -3.6 

**p < .01（正確優位水準（両側）） 

注：残差は調整済み残差 

 

②精神障害の有無と定期巡回におけるサービス利用に

関する相談・助言との関連 

 精神障害の有無と定期巡回におけるサービス利用に

関する相談・助言との関連をみるために、「精神障害の

有無」と「定期巡回におけるサービス利用に関する相談・

助言」とのクロス集計による独立性の検定（2検定）を

行った。その結果、「精神障害の有無」と「定期巡回に

おけるサービス利用に関する相談・助言」との間で統計

的な有意差がみられた（2=5.2、р<.05）（表 3-6）。 

 

表 3-6 「精神障害の有無」と「定期巡回におけるサー

ビス利用に関する相談・助言」とのクロス集計 
 

サービス利用に

関する相談・助言 

合計 Ⅹ2値 
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あり なし 

精神障害

の有無 

あり 人数 41 186 227 

(63.4%) 

5.2* 

 % 18.1% 81.9% 

残差 2.3 -2.3 

なし 人数 12 119 131 

(36.6%)  % 9.2% 90.8% 

残差 -2.3 2.3 

*p < .05（正確優位水準（両側）） 

注：残差は調整済み残差 

 

③精神障害の有無と定期巡回における症状の不安定時

の対応との関連 

精神障害の有無と定期巡回における症状の不安定時

の対応との関連をみるために、「精神障害の有無」と「定

期巡回における症状の不安定時の対応」とのクロス集計

による独立性の検定（2検定）を行った。その結果、「精

神障害の有無」と「定期巡回における症状の不安定時の

対応」との間で統計的な有意差がみられた（2=19.0、р

<.001）（表 3-7）。 

 

表 3-7 「精神障害の有無」と「定期巡回における症状

の不安定時の対応」とのクロス集計 
 

病状の不安定時

の対応 

合計 Ⅹ2値 

あり なし 

精神障害

の有無 

あり 人数 63 164 227 

(63.4%) 

19.0*** 

 % 27.8% 72.2% 

残差 4.4 -4.4 

なし 人数 11 120 131 

(36.6%)  % 8.4% 91.6% 

残差 -4.4 4.4 

***p < .001（正確優位水準（両側）） 

注：残差は調整済み残差 

 

④精神障害の有無と定期巡回における各種手続きの相

談又は代行との関連 

精神障害の有無と定期巡回における各種手続きの相

談又は代行との関連をみるために、「精神障害の有無」

と「定期巡回における各種手続きの相談又は代行」との

クロス集計による独立性の検定（2検定）を行った。そ

の結果、「精神障害の有無」と「定期巡回における各種

手続きの相談又は代行」との間で統計的な有意差がみら

れた（2=15.1、р<.001）（表 3-8）。 

 

表 3-8 「精神障害の有無」と「定期巡回における各種

手続きの相談又は代行」 
 

各種手続きの 

相談又は代行 

合計 Ⅹ2値 

あり なし 

精神障害

の有無 

あり 人数 54 173 227 

(63.4%) 

15.1*** 

 % 23.8% 76.2% 

残差 -3.9 3.9 

なし 人数 57 74 131 

(36.6%)  % 43.5% 56.5% 

残差 3.9 -3.9 

***p < .001（正確優位水準（両側）） 

注：残差は調整済み残差 

 

⑤精神障害の有無と定期巡回における家族への相談・助

言との関連 

精神障害の有無と定期巡回における家族への相談・助言

との関連をみるために、「精神障害の有無」と「定期巡

回における家族への相談・助言」とのクロス集計による

独立性の検定（2検定）を行った。その結果、「精神障

害の有無」と「定期巡回における家族への相談・助言」

との間で統計的な有意差がみられた（2=13.0、р<.001）

（表 3-9）。 

表 3-9 「精神障害の有無」と「定期巡回における家族

への相談・助言」とのクロス集計 
 

家族への 

相談・助言 

合計 Ⅹ2値 

あり なし 

精神障害

の有無 

あり 人数 15 212 227 

(63.4%) 

13.0*** 

 % 6.6% 93.4% 

残差 -3.6 3.6 

なし 人数 25 106 131 

(36.6%)  % 19.1% 80.9% 

残差 3.6 -3.6 
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***p < .001（正確優位水準（両側）） 

注：残差は調整済み残差 

 

⑥精神障害の有無と随時訪問における金銭管理の相談・

助言との関連 

精神障害の有無と随時訪問における金銭管理の相談・

助言との関連をみるために、「精神障害の有無」と「随

時訪問におけるにおける金銭管理の相談・助言」とのク

ロス集計による独立性の検定（2検定）を行った。その

結果、「精神障害の有無」と「随時訪問における金銭管

理の相談・助言」との間で統計的な有意差がみられた

（2=23.6、р<.001）（表 3-10）。 

 

表 3-10 「精神障害の有無」と「随時訪問における金銭

管理の相談・助言」とのクロス集計 
 

金銭管理の 

相談・助言 

合計 Ⅹ2値 

あり なし 

精神障害

の有無 

あり 人数 29 198 227 

(63.4%) 

23.6*** 

% 12.8% 87.2% 

残差 -4.9 4.9 

なし 人数 45 86 131 

(36.6%) % 34.4% 65.6% 

残差 4.9 -4.9 

***p < .001（正確優位水準（両側）） 

注：残差は調整済み残差 

 

⑦精神障害の有無と随時訪問における家事に関する相

談・助言との関連 

 精神障害の有無と随時訪問における家事に関する相

談・助言との関連をみるために、「精神障害の有無」と

「随時訪問における家事に関する相談・助言」とのクロ

ス集計による独立性の検定（2検定）を行った。その結

果、「精神障害の有無」と「随時訪問における家事に関

する相談・助言」との間で統計的な有意差がみられた

（2=10.0、р<.01）（表 3-11）。 

 

 

 

 

表 3-11 「精神障害の有無」と「随時訪問における家事

に関する相談・助言」とのクロス集計 
 

家事に関する 

相談・助言 

合計 Ⅹ2値 

あり なし 

精神障害

の有無 

あり 人数 19 208 227 

(63.4%) 

10.0** 

 % 8.4% 91.6% 

残差 -3.2 3.2 

なし 人数 26 105 131 

(36.6%)  % 19.8% 80.2% 

残差 3.2 -3.2 

**p< .01（正確優位水準（両側）） 

注：残差は調整済み残差 

 

⑧精神障害の有無と随時訪問における症状の不安定時

の対応との関連 

精神障害の有無と随時訪問における症状の不安定時

の対応との関連をみるために、「精神障害の有無」と「随

時訪問における症状の不安定時の対応」とのクロス集計

による独立性の検定（2検定）を行った。その結果、「精

神障害の有無」と「随時訪問における症状の不安定時の

対応」との間で統計的な有意差がみられた（2=12.2、р

<.01）（表 3-12）。 

 

表 3-12 「精神障害の有無」と「随時訪問における症状

の不安定時の対応」とのクロス集計 
 

病状の不安定

時の対応 

合計 Ⅹ2値 

あり なし 

精神障害

の有無 

あり 人数 77 150 227 

(63.4%) 

12.2** 

 % 33.9% 66.1% 

残差 3.5 -3.5 

なし 人数 22 109 131 

(36.6%)  % 16.8% 83.2% 

残差 -3.5 3.5 

**p < .01（正確優位水準（両側）） 

注：残差は調整済み残差 
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⑨精神障害の有無と随時訪問における家族への相談・助

言との関連 

精神障害の有無と随時訪問における家族への相談・助

言との関連をみるために、「精神障害の有無」と「随時

訪問における家族への相談・助言」とのクロス集計によ

る独立性の検定（2検定）を行った。その結果、「精神

障害の有無」と「随時訪問における家族への相談・助言」

との間で統計的な有意差がみられた（2=14.2、р<.001）

（表 3-13）。 

 

表 3-13 「精神障害の有無」と「随時訪問における家族

への相談・助言」 
 

家族への 

相談・助言 

合計 Ⅹ2値 

あり なし 

精神障害

の有無 

あり 人数 11 216 227 

(63.4%) 

14.2*** 

 % 4.8% 95.2% 

残差 -3.8 3.8 

なし 人数 22 109 131 

(36.6%)  % 16.8% 83.2% 

残差 3.8 -3.8 

***p < .001（正確優位水準（両側）） 

注：残差は調整済み残差 

 

⑩精神障害の有無と随時訪問における各種手続きの相

談又は代行との関連 

精神障害の有無と随時訪問における各種手続きの相

談又は代行との関連をみるために、「精神障害の有無」

と「随時訪問における各種手続きの相談又は代行」との

クロス集計による独立性の検定（2検定）を行った。そ

の結果、「精神障害の有無」と「随時訪問における各種

手続きの相談又は代行」との間で統計的な有意差がみら

れた（2=11.3、р<.01）（表 3-14）。 

 

表 3-14 「精神障害の有無」と「随時訪問における各種

手続きの相談又は代行」とのクロス集計 
 

各種手続きの 

相談又は代行 

合計 Ⅹ2値 

あり なし 

精神障害

の有無 

あり 人数 61 166 227 

(63.4%) 

11.3** 

 % 26.9% 73.1% 

残差 -3.4 3.4 

なし 人数 58 73 131 

(36.6%)  % 44.3% 55.7% 

残差 3.4 -3.4 

**p< .01（正確優位水準（両側）） 

注：残差は調整済み残差 

 

(3) 自立生活援助を利用する精神障害者への支援効果

に関する分析結果 

①精神障害の有無と自立生活援助における金銭管理の

相談・助言の支援効果との関連 

精神障害の有無と自立生活援助における金銭管理の

相談・助言の支援効果との関連をみるために、「精神障

害の有無」と「金銭管理の相談・助言の支援効果」との

クロス集計による独立性の検定（2検定）を行った。そ

の結果、「精神障害の有無」と「自立生活援助における

金銭管理の相談・助言の支援効果」との間で統計的な有

意差がみられた（2=15.8、р<.001）（表 3-15）。 

 

表 3-15 「精神障害の有無」と「自立生活援助における

金銭管理の相談・助言の支援効果」とのクロス集計 
 

金銭管理の 

相談・助言 

合計 Ⅹ2値 

あり なし 

精神障害

の有無 

あり 人数 56 171 227 

(63.4%) 

15.8*** 

 % 24.7% 75.3% 

残差 -4 4 

なし 人数 59 72 131 

(36.6%)  % 45.0% 55.0% 

残差 4 -4 

***p < .001（正確優位水準（両側）） 

注：残差は調整済み残差 

 

②精神障害の有無と自立生活援助における家事に関す

る相談・助言の支援効果との関連 

 精神障害の有無と自立生活援助における家事に関す

る相談・助言の支援効果との関連をみるために、「精神
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障害の有無」と「自立生活援助における家事に関する相

談・助言の支援効果」とのクロス集計による独立性の検

定（2検定）を行った。その結果、「精神障害の有無」

と「自立生活援助における家事に関する相談・助言の支

援効果」との間で統計的な有意差がみられた（2=13.3、

р<.001）（表 3-16）。 

 

表 3-16 「精神障害の有無」と「自立生活援助における

家事に関する相談・助言の支援効果」とのクロス集計 
 

家事に関する 

相談・助言 

合計 Ⅹ2値 

あり なし 

精神障害

の有無 

あり 人数 24 203 227 

(63.4%) 

13.3*** 

 % 10.6% 89.4% 

残差 -3.6 3.6 

なし 人数 33 98 131 

(36.6%)  % 25.2% 74.8% 

残差 3.6 -3.6 

***p < .001（正確優位水準（両側）） 

注：残差は調整済み残差 

 

③精神障害の有無と自立生活援助における症状の不安

定時の対応の支援効果との関連 

精神障害の有無と自立生活援助における症状の不安

定時の対応の支援効果との関連をみるために、「精神障

害の有無」と「自立生活援助における症状の不安定時の

対応の支援効果」とのクロス集計による独立性の検定

（2検定）を行った。その結果、「精神障害の有無」と

「自立生活援助における症状の不安定時の対応の支援

効果」との間で統計的な有意差がみられた（2=23.7、р

<.001）（表 3-17）。 

 

表 3-17 「精神障害の有無」と「自立生活援助における

症状の不安定時の対応の支援効果」とのクロス集計 
 

病状の不安定時

の対応 

合計 Ⅹ2値 

あり なし 

精神障害

の有無 

あり 人数 77 150 227 

(63.4%) 

23.7*** 

 % 33.9% 66.1% 

残差 4.9 -4.9 

なし 人数 14 117 131 

(36.6%)  % 10.7% 89.3% 

残差 -4.9 4.9 

***p < .001（正確優位水準（両側）） 

注：残差は調整済み残差 

 

④精神障害の有無と自立生活援助における同行支援の

支援効果との関連 

精神障害の有無と自立生活援助における同行支援の

支援効果との関連をみるために、「精神障害の有無」と

「自立生活援助における同行支援の支援効果」とのクロ

ス集計による独立性の検定（2検定）を行った。その結

果、「精神障害の有無」と「自立生活援助における同行

支援の支援効果」との間で統計的な有意差がみられた

（2=5.9、р<.05）（表 3-18）。 

 

表 3-18 「精神障害の有無」と「自立生活援助における

同行支援の支援効果」とのクロス集計 
 

同行支援 合計 Ⅹ2値 

あり なし 

精神障害

の有無 

あり 人数 68 159 227 

(63.4%) 

5.9* 

 % 30.0% 70.0% 

残差 2.4 -2.4 

なし 人数 24 107 131 

(36.6%)  % 18.3% 81.7% 

残差 -2.4 2.4 

*p< .05（正確優位水準（両側）） 

注：残差は調整済み残差 

 

(4)自立生活援助を利用する精神障害者に関する分析結

果のまとめと考察 

 自立生活援助を利用する精神障害者は、他の障害と比

べ、「退院・退所からの経過年数」1 年以内の者の割合

が高い傾向にあることがわかった。また、「過去に 1 年

以上の入院・入所歴」がある者、「地域移行支援の利用

歴」がある者の割合が他の障害と比べ高い傾向であった。

さらに、現在の居住形態は、「単身」生活者の割合が他

の障害と比べて高い傾向にあった。 
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 支援課題（ニーズ）について、定期巡回では「サービ

ス利用に関する相談・助言」と「症状の不安定時の対応」

が他の障害と比べて割合が高い傾向にあった。自立生活

援助を利用する精神障害者は、「地域移行支援の利用歴」

がある者の割合が他の障害より高い傾向にあることか

ら、地域移行支援を利用するなかで一定のサービスとす

でにつながっており、それらのサービス利用に関わるニ

ーズに対して定期巡回のなかで支援がなされていると

考えられる。また、「退院・退所からの経過年数」1 年以

内の者と「過去に 1 年以上の入院・入所歴」がある者の

割合が高い傾向にあること、そして精神障害の特性でも

ある症状の不安定さが、「病状の不安定時の対応」とい

う支援課題に影響していると考えられる。 

一方、定期巡回において「金銭管理の相談・助言」、

「各種手続きの相談又は代行」、「家族への相談・助言」

は他の障害と比べて割合が低い傾向にあった。自立生活

援助を利用する精神障害者は「単身」生活者の割合が高

い傾向にあることから、「家族への相談・助言」のニー

ズは少ない傾向になると考えられる。 

次に随時訪問における支援課題（ニーズ）について、

定期巡回と同様に「症状の不安定時の対応」が他の障害

と比べて割合が高い傾向にあった。一方で、「金銭管理

の相談・助言」、「家事に関する相談・助言」、「家族への

相談・助言」、「各種手続きの相談又は代行」は他の障害

と比べて割合が低い傾向にあった。 

 支援効果について、「症状の不安定時の対応」と「同

行支援」が他の障害と比べて割合が高い傾向にあった。

「症状の不安定時の対応」は定期巡回と随時訪問の支援

課題（ニーズ）として他の障害より割合が高い傾向にあ

り、自立生活援助を通して一定の効果を上げていること

が推察された。また、「同行支援」について効果が高い

とする傾向があることについて、精神障害者は当初同行

による支援が必要であったとしても、比較的早期に同行

による支援がなくても自分で対処できるようになると

いった効果がみられるのではないかと考えられる。一方

で、「金銭管理の相談・助言」、「家事に関する相談・助

言」は他の障害と比べて低い割合が傾向にあった。 

 

 

 

2）自立生活援助を利用する知的障害者に関する特徴、

支援課題及び支援効果 

(1)自立生活援助を利用する知的障害者の特徴に関する

分析結果 

①知的障害の有無と退院・退所からの経過年数との関連 

知的障害の有無と退院・退所からの経過年数との関連

をみるために、「知的障害の有無」と「退院・退所から

の経過年数」とのクロス集計による独立性の検定（2検

定）を行った。その結果、「知的障害の有無」と「退院・

退所からの経過年数」との間で統計的な有意差がみられ

た（2=14.1、р<.001）（表 3-19）。 

 

表 3-19 「知的障害の有無」と「退院・退所からの経過

年数とのクロス集計 
 

退院・退所から

の経過年数 

合計 Ⅹ2値 

1年以内 それ以外 

知的障害

の有無 

あり 人数 39 104 143 

(40.5%) 

14.1*** 

 % 27.3% 72.7% 

残差 -3.8 3.8 

なし 人数 99 111 210 

(59.5%)  % 47.1% 52.9% 

残差 3.8 -3.8 

***p < .001（正確優位水準（両側）） 

注：残差は調整済み残差 

 

②知的障害の有無と過去 1 年以上の入院・入所歴との

関連 

知的障害の有無と利用しているサービスとの関連を

みるために、「知的障害の有無」と「過去 1 年以上の入

院・入所歴」とのクロス集計による独立性の検定（2検

定）を行った。その結果、「知的障害の有無」と「過去

1 年以上の入院・入所歴」との間で統計的な有意差がみ

られた（2=14.7、р<.001）（表 3-20）。 

 

表 3-20 「知的障害の有無」と「過去 1年以上の入院・

入所歴」とのクロス集計 
 

過去 1 年以上の入

院・入所歴の有無 

合計 Ⅹ2値 

あり なし 
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知的障害

の有無 

あり 人数 26 109 135 

(42.5%) 

14.7*** 

 % 19.3% 80.7% 

残差 -3.8 3.8 

なし 人数 72 111 183 

(57.5%)  % 39.3% 60.7% 

残差 3.8 -3.8 

***p < .001（正確優位水準（両側）） 

注：残差は調整済み残差 

 

③知的障害の有無と地域移行支援の利用歴との関連 

知的障害の有無と地域移行支援の利用歴との関連を

みるために、「過去の地域移行支援の利用歴」の選択肢

「1.貴事業所あり」と「2．他の事業所あり」を「利用歴

あり」、「3．なし」をそのまま「利用歴なし」と 2 カテ

ゴリーに再編成したうえで、「知的障害の有無」と「過

去の地域移行支援の利用歴」とのクロス集計による独立

性の検定（2検定）を行った。その結果、「知的障害の

有無」と「過去の地域移行支援の利用歴」との間で統計

的な有意差がみられた（2=17.7、р<.001）（表 3-21）。 

 

表 3-21 「知的障害の有無」と「過去の地域移行支援の

利用歴」とのクロス集計 
 

地域移行支援の 

利用歴 

合計 Ⅹ2値 

利用歴

あり 

利用歴

なし 

知的障害

の有無 

あり 人数 5 140 145 

(41.2%) 

17.7*** 

 % 3.4% 96.6% 

残差 -4.2 4.2 

なし 人数 38 169 207 

(58.8%)  % 18.4% 81.6% 

残差 4.2 -4.2 

***p < .001（正確優位水準（両側）） 

注：残差は調整済み残差 

 

④知的障害の有無と利用前の居住先との関連 

知的障害の有無と利用前の居住先との関連をみるた

めに、「利用前の居住先」の選択肢「1.障害者支援施設」

～「16.国立のぞみの園」を「病院・施設入所」、「17．

現に一人暮らし」と「18．家族と同居」を「自宅」と 2

カテゴリーに再編成したうえで、「知的障害の有無」と

「利用前の居住先」とのクロス集計による独立性の検定

（2検定）を行った。その結果、「知的障害の有無」と

「利用前の居住先」との間で統計的な有意差がみられた

（2=6.6、р<.05）（表 3-22）。 

 

表 3-22 「知的障害の有無」と「利用前の居住先」のク

ロス集計 
 

利用前の居住先 合計 Ⅹ2値 

病院・施設

入所 

自宅 

知的障害

の有無 

あり 人数 40 101 141 

(40.4%) 

6.6* 

 % 28.4% 71.6% 

残差 -2.6 2.6 

なし 人数 87 121 208 

(59.6%)  % 41.8% 58.2% 

残差 2.6 -2.6 

*p< .05（正確優位水準（両側）） 

注：残差は調整済み残差 

 

⑤知的障害の有無と現在の居住形態との関連 

知的障害の有無と現在の居住形態との関連をみるた

めに、「現在の居住形態」の選択肢「1.単身」はそのま

まに「単身」、「2．障害のある家族との同居」～「4．そ

の他の状態の家族との同居」を「家族との同居」と２カ

テゴリーに再編したうえで、「知的障害の有無」と「現

在の居住形態」とのクロス集計による独立性の検定（2

検定）を行った。その結果、「知的障害の有無」と「現

在の居住形態」との間で統計的な有意差がみられた

（2=18.1、р<.001）（表 3-23）。 

 

表 3-23 「知的障害の有無」と「現在の居住形態」との

クロス集計 
 

現在の居住形態 合計 Ⅹ2値 

単身 家族と

同居 

知的障害

の有無 

あり 人数 89 49 138 

(40.8%) 

18.1*** 

 % 64.5% 35.5% 
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残差 -4.3 4.3 

なし 人数 169 31 200 

(59.2%)  % 84.5% 15.5% 

残差 4.3 -4.3 

***p < .001（正確優位水準（両側）） 

注：残差は調整済み残差 

 

(2)自立生活援助を利用する知的障害者の支援課題（ニ

ーズ）に関する分析結果 

①知的障害の有無と定期巡回における金銭管理の相談・

助言との関連 

知的障害の有無と定期巡回における金銭管理の相談・

助言との関連をみるために、「知的障害の有無」と「定

期巡回における金銭管理の相談・助言」とのクロス集計

による独立性の検定（2検定）を行った。その結果、「知

的障害の有無」と「定期巡回における金銭管理の相談・

助言」との間で統計的な有意差がみられた（2=17.2、р

<.001）（表 3-24）。 

 

表 3-24 「知的障害の有無」と「定期巡回における金銭

管理の相談・助言」とのクロス集計 
 

金銭管理の 

相談・助言 

合計 Ⅹ2値 

あり なし 

知的障害

の有無 

あり 人数 81 64 145 

(40.5%) 

17.2*** 

 % 55.9% 44.1% 

残差 4.1 -4.1 

なし 人数 72 141 213 

(59.5%)  % 33.8% 66.2% 

残差 -4.1 4.1 

***p < .001（正確優位水準（両側）） 

注：残差は調整済み残差 

 

②知的障害の有無と定期巡回における症状の不安定時

の対応との関連 

知的障害の有無と定期巡回における症状の不安定時

の対応との関連をみるために、「知的障害の有無」と「症

状と不安定時」とのクロス集計による独立性の検定（2

検定）を行った。その結果、「知的障害の有無」と「症

状の不安定時の対応」との間で統計的な有意差がみられ

た（2=31.1、р<.001）（表 3-25）。 

 

表 3-25 「知的障害の有無」と「定期巡回における症状

の不安定時の対応」とのクロス集計 
 

病状の不安定時

の対応 

合計 Ⅹ2値 

あり なし 

知的障害

の有無 

あり 人数 9 136 145 

(40.5%) 

31.1*** 

% 6.2% 93.8% 

残差 -5.6 5.6 

なし 人数 65 148 213 

(59.5%) % 30.5% 69.5% 

残差 5.6 -5.6 

***p < .001（正確優位水準（両側）） 

注：残差は調整済み残差 

 

③知的障害の有無と定期巡回における各種手続きの相

談又は代行との関連 

知的障害の有無と定期巡回における各種手続きの相

談又は代行との関連をみるために、「知的障害の有無」

と「定期巡回における各種手続きの相談又は代行」との

クロス集計による独立性の検定（2検定）を行った。そ

の結果、「知的障害の有無」と「定期巡回における各種

手続きの相談又は代行」との間で統計的な有意差がみら

れた（2=13.9、р<.001）（表 3-26）。 

表 3-26 「知的障害の有無」と「定期巡回における各種

手続きの相談又は代行」 
 

各種手続きの 

相談又は代行 

合計 Ⅹ2値 

あり なし 

知的障害

の有無 

あり 人数 61 84 145 

(40.5%) 

13.9*** 

 % 42.1% 57.9% 

残差 3.7 -3.7 

なし 人数 50 163 213 

(59.5%)  % 23.5% 76.5% 

残差 -3.7 3.7 

***p < .001（正確優位水準（両側）） 

注：残差は調整済み残差 
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④知的障害の有無と定期巡回における家族への相談・助

言との関連 

知的障害の有無と定期巡回における家族への相談・助

言との関連をみるために、「知的障害の有無」と「定期

巡回における家族への相談・助言」とのクロス集計によ

る独立性の検定（2検定）を行った。その結果、「知的

障害の有無」と「定期巡回における家族への相談・助言」

との間で統計的な有意差がみられた（2=5.4、р<.05）

（表 3-27）。 

 

表 3-27 「知的障害の有無」と「定期巡回における家族

への相談・助言」とのクロス集計 
 

家族への 

相談・助言 

合計 Ⅹ2値 

あり なし 

知的障害

の有無 

あり 人数 23 122 145 

(40.5%) 

5.4* 

 % 15.9% 84.1% 

残差 2.3 -2.3 

なし 人数 17 196 213 

(59.5%)  % 8.0% 92.0% 

残差 -2.3 2.3 

*p < .05（正確優位水準（両側）） 

注：残差は調整済み残差 

 

⑤知的障害の有無と随時訪問における金銭管理の相談・

助言との関連 

知的障害の有無と随時訪問における金銭管理の相談・

助言との関連をみるために、「知的障害の有無」と「随

時訪問における金銭管理の相談・助言」とのクロス集計

による独立性の検定（2検定）を行った。その結果、「知

的障害の有無」と「随時訪問における金銭管理の相談・

助言」との間で統計的な有意差がみられた（2=25.6、р

<.001）（表 3-28）。 

 

表 3-28 「知的障害の有無」と「随時訪問における金銭

管理の相談・助言」とのクロス集計 
 

金銭管理の 

相談・助言 

合計 Ⅹ2値 

あり なし 

知的障害

の有無 

あり 人数 49 96 145 

(40.5%) 

25.6*** 

% 33.8% 66.2% 

残差 5.1 -5.1 

なし 人数 25 188 213 

(59.5%) % 11.7% 88.3% 

残差 -5.1 5.1 

***p < .001（正確優位水準（両側）） 

注：残差は調整済み残差 

 

⑥知的障害の有無と随時訪問における家事に関する相

談・助言との関連 

 知的障害の有無と随時訪問における家事に関する相

談・助言との関連をみるために、「知的障害の有無」と

「随時訪問における家事に関する相談・助言」とのクロ

ス集計による独立性の検定（2検定）を行った。その結

果、「知的障害の有無」と「随時訪問におけるとの家事

に関する相談・助言」との間で統計的な有意差がみられ

た（2=6.4、р<.05）（表 3-29）。 

 

表 3-29 「知的障害の有無」と「随時訪問における家事

に関する相談・助言」とのクロス集計 
 

家事に関する 

相談・助言 

合計 Ⅹ2値 

あり なし 

知的障害

の有無 

あり 人数 26 119 145 

(40.5%) 

6.4* 

 % 17.9% 82.1% 

残差 2.5 -2.5 

なし 人数 19 194 213 

(59.5%)  % 8.9% 91.1% 

残差 -2.5 2.5 

*p< .05（正確優位水準（両側）） 

注：残差は調整済み残差 

 

⑦知的障害の有無と随時訪問における症状の不安定時

の対応との関連 

知的障害の有無と随時訪問における症状の不安定時

の対応との関連をみるために、「知的障害の有無」と「随

時訪問における症状の不安定時の対応」とのクロス集計

による独立性の検定（2検定）を行った。その結果、「知
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的障害の有無」と「随時訪問における症状の不安定時の

対応」との間で統計的な有意差がみられた（2=25.8、р

<.001）（表 3-30）。 

 

表 3-30 「知的障害の有無」と「随時訪問における症状

の不安定時の対応」とのクロス集計 
 

病状の不安定時

の対応 

合計 Ⅹ2値 

あり なし 

知的障害

の有無 

あり 人数 19 126 145 

(40.5%) 

25.8*** 

 % 13.1% 86.9% 

残差 -5.1 5.1 

なし 人数 80 133 213 

(59.5%)  % 37.6% 62.4% 

残差 5.1 -5.1 

***p < .001（正確優位水準（両側）） 

注：残差は調整済み残差 

 

⑧知的障害の有無と随時訪問における各種手続きの相

談又は代行との関連 

知的障害の有無と随時訪問における各種手続きの相

談又は代行との関連をみるために、「知的障害の有無」

と「随時訪問における各種手続きの相談又は代行」との

クロス集計による独立性の検定（2検定）を行った。そ

の結果、「知的障害の有無」と「随時訪問における各種

手続きの相談又は代行」との間で統計的な有意差がみら

れた（2=6.1、р<.05）（表 3-31）。 

 

表 3-31 「知的障害の有無」と「随時訪問における各種

手続きの相談又は代行」 
 

各種手続きの 

相談又は代行 

合計 Ⅹ2値 

あり なし 

知的障害

の有無 

あり 人数 59 86 145 

(40.5%) 

6.1* 

 % 40.7% 59.3% 

残差 2.5 -2.5 

なし 人数 60 153 213 

(59.5%)  % 28.2% 71.8% 

残差 -2.5 2.5 

*p< .05（正確優位水準（両側）） 

注：残差は調整済み残差 

 

(3) 自立生活援助を利用する知的障害者への支援効果

に関する分析結果 

①知的障害の有無と自立生活援助における金銭管理の

相談・助言の支援効果との関連 

知的障害の有無と自立生活援助における金銭管理の

相談・助言の支援効果との関連をみるために、「知的障

害の有無」と「金銭管理の相談・助言の支援効果」との

クロス集計による独立性の検定（2検定）を行った。そ

の結果、「知的障害の有無」と「自立生活援助における

金銭管理の相談・助言の支援効果」との間で統計的な有

意差がみられた（2=22.2、р<.001）（表 3-32）。 

 

表 3-32 「知的障害の有無」と「自立生活援助における

金銭管理の相談・助言の支援効果」とのクロス集計 
 

金銭管理の 

相談・助言 

合計 Ⅹ2値 

あり なし 

知的障害

の有無 

あり 人数 67 78 145 

(40.5%) 

22.2*** 

 % 46.2% 53.8% 

残差 4.7 -4.7 

なし 人数 48 165 213 

(59.5%)  % 22.5% 77.5% 

残差 -4.7 4.7 

***p < .001（正確優位水準（両側）） 

注：残差は調整済み残差 

 

②知的障害の有無と自立生活援助における家事に関す

る相談・助言の支援効果との関連 

 知的障害の有無と自立生活援助における家事に関す

る相談・助言の支援効果との関連をみるために、「知的

障害の有無」と「自立生活援助における家事に関する相

談・助言の支援効果」とのクロス集計による独立性の検

定（2検定）を行った。その結果、「知的障害の有無」

と「自立生活援助における家事に関する相談・助言の支

援効果」との間で統計的な有意差がみられた（2=5.4、

р<.05）（表 3-33）。 
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表 3-33 「知的障害の有無」と「自立生活援助における

家事に関する相談・助言の支援効果」とのクロス集計 
 

家事に関する 

相談・助言 

合計 Ⅹ2値 

あり なし 

知的障害

の有無 

あり 人数 31 114 145 

(40.5%) 

5.4* 

 % 21.4% 78.6% 

残差 2.3 -2.3 

なし 人数 26 187 213 

(59.5%)  % 12.2% 87.8% 

残差 -2.3 2.3 

*p< .05（正確優位水準（両側）） 

注：残差は調整済み残差 

 

③知的障害の有無と自立生活援助における症状の不安

定時の対応の支援効果との関連 

知的障害の有無と自立生活援助における症状の不安

定時の対応の支援効果との関連をみるために、「知的障

害の有無」と「自立生活援助における症状の不安定時の

対応の支援効果」とのクロス集計による独立性の検定

（2検定）を行った。その結果、「知的障害の有無」と

「自立生活援助における症状の不安定時の対応の支援

効果」との間で統計的な有意差がみられた（2=24.1、р

<.001）（表 3-34）。 

 

表 3-34 「知的障害の有無」と「自立生活援助における

症状の不安定時の対応の支援効果」とのクロス集計 
 

病状の不安定時

の対応 

合計 Ⅹ2値 

あり なし 

知的障害

の有無 

あり 人数 17 128 145 

(40.5%) 

24.1*** 

 % 11.7% 88.3% 

残差 -4.9 4.9 

なし 人数 74 139 213 

(59.5%)  % 34.7% 65.3% 

残差 4.9 -4.9 

***p < .001（正確優位水準（両側）） 

注：残差は調整済み残差 

 

(4)自立生活援助を利用する知的障害者に関する分析結

果のまとめと考察 

 自立生活援助を利用する知的障害者は、他の障害と比

べ、「退院・退所からの経過年数」1 年以上の者の割合

が高く、自立生活援助を利用する前の居住先は「自宅」

の割合が高い傾向にあることがわかった。一方、「過去

に 1 年以上の入院・入所歴」がある者、「地域移行支援

の利用歴」がある者の割合が他の障害と比べ低い傾向で

あった。また、現在の居住形態は、「家族と同居」する

者の割合が他の障害と比べて高い傾向にあった。 

 支援課題（ニーズ）について、定期巡回では「金銭管

理の相談・助言」、「各種手続きの相談又は代行」、「家族

への相談・助言」が他の障害と比べて割合が高い傾向に

あった。自立生活援助を利用する知的障害者は「家族と

同居」する者の割合が他の障害と比べて高い傾向にある

ことから、「家族への相談・助言」の割合も高い傾向に

なると考えられる。また「家族と同居」の場合、家族に

障害や疾病等があって家族による支援が見込めないこ

とが自立生活援助を利用する要件となる。このことから、

「家族と同居」の割合が他の障害と比べて高い傾向にあ

っても、知的障害の特性から生じる支援課題について、

自立生活援助で対応していると考えられた。一方、「症

状の不安定時の対応」は他の障害と比べて割合が低い傾

向にあった。 

次に随時訪問における支援課題（ニーズ）について、

定期巡回と同様に「金銭管理の相談・助言」、「各種手続

きの相談又は代行」が他の障害と比べて割合が高い傾向

にあった。また、「家事に関する相談・助言」も他の障

害と比べて割合が高い傾向にあった。一方で、「症状の

不安定時の対応」は他の障害と比べて割合が低い傾向で

あった。 

 支援効果について、「金銭管理の相談・助言」と「家

事に関する相談・助言」の割合が他の障害と比べて高い

傾向にあった。「金銭管理の相談・助言」は定期巡回と

随時訪問の支援課題（ニーズ）として他の障害より割合

が高い傾向にあり、自立生活援助を通して一定の効果を

上げていることが推察された。一方、定期巡回や随時訪

問の支援課題でもその割合が低い傾向にあった「症状の

不安定時の対応」は、その効果についても他の障害と比

べて割合が低い傾向であった。 
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(5) その他の統計解析の結果と考察 

① 自立生活援助事業所の職員の配置と支援の頻度との

関連 

 自立生活援助事業所の職員の配置（基本シート:問 2-

1）と支援の頻度（個人シート問 13、問 14）との関連を

みるために、相関分析を実施した。その結果、「常勤･専

従職員」の配置人数と「電話回数人数」との間に弱い正

の相関がみられた（γ=.30、p<.05）。また、「随時通報

を受けての訪問･開所時間内」との間に弱い正の相関が

みられた（γ=.31、p< .05）。さらに、「職員の合計人数」

と「訪問回数」との間に弱い正の相関がみられた（γ=.26、

p< .01）。 

 

②自立生活援助事業所における国家資格のソーシャル

ワーカー（社会福祉士、精神保健福祉士）の配置の有無

と自立生活援助の支援効果に係る評価との関連 

社会福祉士、精神保健福祉士の配置と自立生活援助の

支援効果に係る評価との関連をみるために、社会福祉士、

精神保健福祉士の配置の有無（基本シート 2-3 の合成変

数）」と「自立生活援助による支援効果の高い支援内容」

とのクロス集計による独立性の検定（χ2 検定）を行っ

た。その結果、社会福祉士、精神保健福祉士の配置の有

無」と「同行支援」との間で統計的な有意差がみられた

（χ2=6.8、p< .05）（表 5）。 

 

表５「ソーシャルワーカー（社会福祉士、精神保健福祉

士）の配置の有無」と「支援効果の高い支援内容-同行

支援」とのクロス集計 
 

支援効果の高い

支援内容： 

同行支援 

合計 χ2値 

あり なし 

ソーシャ

ルワーカ

ー（社会

福祉士・

精神保健

福祉士）

の配置の

有無 

あり 人数 47 95 142 

(39.7%) 

6.8* 

 % 33.1% 66.9% 

残差 2.6 -2.6 

なし 人数 45 171 216 

(60.3%)  % 20.8% 79.2% 

残差 -2.6 2.6 

*p < .05（正確優位水準（両側）） 

注：残差は調整済み残差 

 

③利用者の退院･退所からの経過年数と電話相談回数と

の関連 

「利用者の退院･退所からの経過年数」によって、電

話相談回数の平均値に差があるのかについて、対応のな

い t 検定によって確認した。その結果、経過年数１年以

内群の平均値（4.62、SD=4.6）とそれ以外の群の平均値

（10.6、SD=18.5）に統計的な有意差がみられた

（t(133)=-2.9、p< .01）。 

 

D-1 統計的研究の考察 

 職員の配置と支援の頻度との関連では、自立生活援助

事業に専従する職員の人数が増えると、訪問回数、電話

相談の回数、随時通報を受けての開所時間内訪問の回数

が増加する傾向をとらえた。自立生活援助において支援

者は、定期訪問や随時の支援を通じて利用者との支援関

係を形成する。そして、形成された関係性を基盤に、刻々

と変化する利用者の生活上のニーズと生活環境の変化

を一体的にとらえながら、効果的な支援を紡ぎ出す。 

そのため、この事業では、定期の訪問に限らず、電話

相談や随時通報を受けての訪問など、本人の生活課題へ

の適宜の対応が求められる。こうした支援を展開するた

めには、当該事業に専従の職員を利用者数に応じて配置

する必要があることを調査結果が示唆していると考え

られる。 

また、自立生活援助は、標準利用期間が１年間である。

必要に応じて更新は認められるが、限られた期間で本人

の生活上のニーズを把握するとともに、本人の得意なこ

と、できることを増やす支援が肝要となる。今回の調査

結果では、国家資格（社会福祉士、精神保健福祉士）の

ソーシャルワーカーを配置する事業所において、同行支

援の効果が高いと認識する支援者の構成割合が、同職種

を配置しない事業所と比較して有意に高い傾向をとら

えた。この結果は、ソーシャルワーカー（社会福祉士、

精神保健福祉士）の支援内容や支援の効果に係る評価を

直接的に示すものではない。しかし、同行支援の機会は、

利用者及び利用者を取り巻く環境の状況や課題、ストレ

ングスを把握する好機であり、先述のとおり利用者の対
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処技能を高める機会でもある。こうした、ソーシャルワ

ークの観点が、この調査結果に影響している可能性は否

定できない。 

さらに、今回の結果より、利用者の退院･退所からの

経過年数が１年以上の群の方が、１年以内の群よりも電

話相談回数の平均値が有意に高かった。つまり、退院･

退所から１年を超えた利用者の方が、支援の頻度が高い

ことを示している。自立生活援助に係る現行のサービス

報酬体系では、退院･退所から１年以内の利用者に対し

て報酬の単価が高く設定されている。しかし、この結果

からは、１年を超えた利用者の方が１年以内の利用者よ

りも支援量が多いことが示唆された。 

 

B-2 質的研究の方法 

先行研究レビュー及び研究代表者、研究分担者、研

究協力者によるワーディングを経てインタビューガイ

ド（資料 5-1：好事例におけるグループインタビュー

ガイド）を作成した。また、調査対象となる好事例

は、研究協力者による機縁法から地域及び特性の異な

る５か所を抽出して実施した。インタビューは、研究

協力者へのガイダンスを行い、研究者とワーキング等

の相談支援専門員経験者との２～３名体制での訪問に

よるフォーカスグループインタビュー調査とした。イ

ンタビュー内容は、協力者全員に口頭及び文書での説

明を行い同意を得たうえでＩＣレコーダーに録音し

た。 

分析方法は、録音データを逐語記録化したのち、グ

ループインタビュー法における内容分析法及び記述分

析法（安梅 2001；安梅 2010）を用いて質的分析を行

なった。 

インタビュー概要は以下の通りである。 

１）調査日時 

㋐2019年 12月 23日（月）13：00～15：00 

㋑2020年 1月  7日（火）15：00～18:00 

㋒2020年 1月 22日（水）13：00～16:00 

㋓2020年 1月 27日（月）13：30～15:30 

㋔2020年 1月 31日（金）15：00～17:00 

 

 

 

２）調査対象 

自立生活援助の指定相談支援事業所のサービス管理

者および事業担当者（地域生活支援員） 

 母体

法人 

インタビュイの保有資格・

免許 

福祉職場の経験年数（う

ち当事業の担当年数） 

A 社会

福士

法人 

相談支援専門員/介護福

祉士/教員免許 

20年（兼務/１年 10カ月） 

相談支援専門員/社会福

祉士 

８年（兼務/１年 10カ月） 

教員免許 14年（専従/１年 10カ月） 

B 社会

福士

法人 

相談支援専門員/社会福

祉士/介護福祉士/保育

士/介護支援専門員 

21年（兼務/１年８カ月） 

相談支援専門員/公認心

理師/臨床心理士/精神

保健福祉士 

10年（兼務/１年８カ月） 

C 社会

福士

法人 

相談支援専門員/精神保

健福祉士 

12年（兼務/１年５カ月） 

相談支援専門員/精神保

健福祉士/社会福祉士 

10年（兼務/１年５カ月） 

D 社会

福士

法人 

精神保健福祉士 20年（兼務/１年８カ月） 

社会福祉士/介護福祉士 20年（兼務/１年８カ月） 

E 一般

社団

法人 

相談支援専門員/社会福

祉士/精神保健福祉士 

24年（兼務/１年８カ月） 

ピアサポート専門員/精神

保健福祉士 

11年（兼務/１年８カ月） 

相談支援専門員/社会福

祉士/保育士 

８年（兼務/１年８カ月） 

※事業担当年数は 2020 年１月現在のもの 

インタビュー先の事業実施概要（資料 5-3） 

 

３）インタビューガイド 

①基本属性（職種(保有資格)・職位、保健医療福祉領

域での実務経験年数、現職場での勤続年数、地域移行

支援･地域定着支援に係る業務への従事年数、自立生活

援助への従事月数） 

②自立生活援助を始めたきっかけと特に大切にしてい

ること、事業所としての実施目的、実施のための人員

体制整備状況 
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③自立生活援助事業の実態と効果（利用者属性、支援

内容と頻度、電話相談の状況、実施前後の利用者の変

化） 

④自立生活援助事業に関する意見（使いやすさ・使い

にくさ、標準期間後の更新状況、事業所の運営の充実

に向けた方策等） 

⑤自立生活援助事業の拡充に向けて、他事業所へ伝え

たいこと 

 

（倫理的配慮） 

 聖学院大学研究倫理委員会の研究倫理審査及び承認

を得て実施した（承認番号:第 2019-1b-2 号）。 

 

C-2 結果 

１．本事業を始めたきっかけと大切にしていること 

自立生活援助（以下、本事業とする）を始めたきっか

けとしては、【従来必要と感じていた支援形態】【利用者

からの声に応じて】があった。『各事業所が独自に行っ

ていた支援内容の制度化』『地域移行支援からの連続し

た支援』『地域定着支援で定期的な訪問をしていた』『利

用者からもっと話したいという要望』などがあり、制度

化されたため事業を開始していた。本事業を実施し、改

めて気づいたことは【アセスメントを繰り返す】ことで

あり、『生活支援においてはアセスメントの繰り返し』

であり、『利用者の自宅に行けば行くほど課題が見えて

くる』という。 

本事業の実施にあたり、大切にしていることは【関係

づくり】【アセスメント】であり、『自宅に行く』ことで

の『距離感』や『信頼関係の構築』に重点が置かれてい

た。また、『利用者のニーズの再発見』『利用者のストレ

ングスの再発見』において『専門職のスキル』としての

アセスメント力がポイントとなる。その際『情報の共有』

も重要であるということが確認されていた。 

 

２．自立生活援助事業の実態と効果 

本事業の実施実態と効果から見えてきたことは、①支

援の契機、②支援方法と内容、③支援効果、④利用者の

属性による違いなど、多岐に渡る。 

①支援の契機 

【生活環境の変化】【継続的な支援の必要性】に分け

られる。【生活環境の変化】としては、『地域移行支援か

らの流れ』『グループホームの退所後』『家族と離れて一

人暮らしを開始』『保護者が亡くなった』などがあった。

【継続的な支援の必要性】については、『退院が先に決

まり準備は整っていない』『ヘルパーの調整もできてい

ない』『ごみ捨てができない』『ヘルパーから支援を拒否

され』などがあった。 

②支援内容 

【自宅訪問】以外に【電話相談】【同行支援】がみら

れた。【自宅訪問】では、『話し相手』『書類に関する助

言』『生活上の困りごと相談』『生活上の困りごとへの対

応』『服薬管理』『金銭管理の支援』などがあり、【電話

相談】は、『関係性ができると増える』『わからないこと

を尋ねる』など、【同行支援】では、『市役所等などの手

続き』『通院同行』『銀行 ATM 同行』など、生活スキル

の獲得を目指す場合は、『一人でできるようになり同行

支援が減ると本事業の終結』につながる傾向がみられた。

ほかに『障害福祉サービス事業所につなぐ』ための同行

もあった。 

③支援効果 

【ニーズの発見】【スキルの獲得】【安心感】がみられ

た。【ニーズの発見】については、定期巡回で『変化に

気づくき』『予防』や『問題が小さなうちに対応できる』、

発信力がそこまで高くない利用者が『本当に困る前に声

掛けができる』など、日常生活のなかでの支援を適時提

供できることが挙げられている。【スキルの獲得】につ

いては、今までしていなかった経験を一緒にすることの

積み重ねで『行動範囲が広がる』『今後一人でできるよ

うになれるように導く』、本人の生活力が増すことで『緊

急対応が少なくなった』『生活が便利になっていく』こ

とが挙げられた。 

【安心感】については、利用者の『不安に寄り添いな

がら』、利用者からの『信頼を得て』、といった関係性の

構築による心理的な安心感のほか、『生活が整った』『年

金が入ったことで』『話せる相手がいる』など、物理的、

金銭的なレベルでの安心感があがっている。 

④利用者の属性による違い 

【知的障害】と【精神障害】という障害別の支援内容

と、退院・退所から【１年未満】【１年以上】に分類し

た。【知的障害】に対しては、『時間が必要』『支援機会
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が増える』『不安への対応』『自らの発信が少ない』『発

信できないのでニーズの掘り起こしが必要』などが目立

ち、【精神障害】に対しては『服薬管理の不安を取り除

く』という特徴がみられた。また、【触法障害者】への

『見守り支援』について『終結が見えにくい』という課

題が示された。 

 

３．自立生活援助事業に関する意見 

本事業に関する意見は、【勤務体制】【制度の改善の要

望】【制度化の効果】があげられた。  

①勤務体制 

『マンパワーの限界』『サービス管理責任者の配置の

負荷』『支援計画のモニタリングとの兼ね合いで（定期

訪問は月）2 回が限界』であるとして、より充実した職

員配置を求める声が挙がった。  

②制度の改善に関する要望 

『報酬面』と『自治体の理解』の２側面があった。報

酬面に関しては、「同行支援は時間や手間がかかり加算

が月１回では足りない」「深夜の電話や支援に定着と同

じような加算を付けてほしい」「各種加算での対応は煩

雑なのでベースをアップしてほしい」「ベースアップし

たうえでできていないことを減算の仕組みにしてはど

うか」「事業の大変さに応じたキックバックが欲しい」

といったことと、「施設や病院からの移行者より、（従前

からの）在宅者への支援の方が実際には手間がかかるが

単価は低いこと」が指摘された。 

自治体の理解については、「市町村によって１年以上

の更新を認めない方針」を示すことへの違和感や、「（自

治体の担当）職員が制度（事業内容）を理解していない」

という課題、「支給期間認定の手続きに市町村格差があ

る」「関係構築やアセスメントに時間のかかる利用者も

あり一律に１年間とするのは（自治体の対応は）おかし

い」といった声があがった。 

③本事業の制度化の効果 

定期的かつ随時相談に応じられることが『利用者の安

心感』に繋がっていること、そのため利用者に対する『制

度説明の重要性』が再認識されていた。また、事業を通

して支援者間の『連携』が促進されていることもあがっ

た。 

 

４．自立生活援助事業の拡充に向けて他機関に伝えたい

こと 

本事業の効果と関係した意見として【支援ニーズの再

発見】があり、事業所を増やすためには【事業内容の周

知】を進めることを求める声が多くみられた。 

支援ニーズの再発見としては、本事業による支援が

『本人のストレングスを再発見できるチャンス』となる

ことや、『大きな問題になる前に気づくことができる』

『自宅に入ることで寄り添った支援もできる』という支

援者側にとっての使いやすさのほか、『グループホーム

が終の棲家ではなく、次の選択肢があることを伝えてい

きたい』という思いが語られた。 

そして、こうした効果を伝えながら『相談支援事業所

は本事業を実施したほうが動きやすいことを知ってほ

しい』といった事業周知を求める声とともに、『基幹支

援センターがバックアップ体制をとりながら進めてほ

しい』と、事業拡充に向けた基幹相談支援センターの介

入に関する期待も述べられた。 

 

D-2 質的研究の考察 

 今回のインタビュー調査は、昨年度に本研究で実施し

た指定一般相談支援事業所に対する地域移行支援・地域

定着支援の実施状況に関する悉皆調査の結果もふまえ、

相談支援事業所における自立生活援助を実施している

好事例の事業所を対象に行った。そのため、地域移行支

援や地域定着支援の実施経験をもとにして、新サービス

である自立生活援助の利点を積極的に活用しているこ

とがうかがえた。以下に要点をまとめる。 

 

１．地域移行支援からの連続性 

 調査段階で地域移行支援から連続して自立生活援助

を提供している利用者は少なかったが、これまで地域移

行支援を提供した利用者には、地域生活の開始後は計画

相談支援や地域定着支援でかかわっており、これらの仕

組みでは地域生活への移行直後の多様な生活課題に密

着して支援できるまでに至らず、マンパワーや業務調整、

報酬等との関係でジレンマを抱えていた支援者が、より

充実したかかわりを展開できる仕組みとして本事業を

肯定的に評価していることがうかがえた。 

 今後は、地域移行支援の提供後における連続した手厚
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い支援として活用が期待されるものであり、そのことが

事業の拡充を願う声に集約されていたと考えられる。 

 

２．地域定着支援への移行 

 訓練等給付に位置づく本事業について、標準期間が１

年間であることも意識し、利用者ができることを増やし

ていく発想で支援されている様子がうかがえた。精神障

害と知的障害では障害特性による違いと思われる発言

もあったが、支援開始当初は支援量が多めとなる傾向で、

その過程で、利用者から表出されないニーズ等を受けと

めたりアセスメントしていることがうかがえ、また同行

支援等を通じて利用者自身ができることを増やしたり、

支援関係の深化に従って、自ら支援要請できるようにな

ることを目指すなどの専門的なかかわりが展開されて

いる。また、こうして築かれた関係性を軸として、他の

社会資源の活用を促進するはたらきかけも行われてい

る。これらの結果、定期巡回の必要性が減少し、随時訪

問の要請も減少していくことを見きわめて地域定着支

援への切り替えていっていることがうかがえた。 

 

３．計画相談支援との併用 

 相談支援専門員として、従来計画相談支援でかかわっ

ていた利用者に対する自立生活援助の支援では、計画相

談のモニタリングだけでは十分ではなかった利用者の

アセスメントが可能となり、そのことがサービス等利用

計画案の見直しに貢献している様子がうかがえた。 

 自立生活援助における支援内容や効果に関する質問

に対して「アセスメント」が繰り返し語られていること

は、本来、障害者の心身の状態や生活環境は日々変化す

るものであり、機をとらえて支援ニーズを把握し適切に

支援するのが当然であることに鑑みれば、当然のことで

あるともいえる。しかし、定期的かつ随時の対応という

比較的頻回な接触を一定期間継続できることは、こうし

たアセスメントの重要性を支援者に再認識させる結果

となっていることがわかる。 

 また、障害者の地域生活を支援するうえで、利用者本

人の意思決定を支え、その意思を起点として支援を組み

立てることが求められており、そのためには利用者との

信頼関係の構築が欠かせないが、この点において計画相

談支援の枠組みだけでは十分な関係性の構築が難しい

場合や、ニーズ把握を満足にできていない面のあること

を示唆しているかもしれない。 

 

４．制度の改善に関する要望 

 標準期間が１年間であること自体に対する否定的な

意見はないが、必要に応じて更新されるべきと考えてい

る従事者は多い。根拠を示すことで１年を超えても支給

決定される場合は良いが、市町村によって、または自治

体担当者の判断によって、一律に１年間とする誤解に基

づいた運用がなされる恐れが見て取れた。これに関して

は、自治体職員に対する制度の周知が徹底されるべきで

あるといえる。 

 報酬単価の高低に関しては、丁寧かつ頻回にかかわる

場合には、その質量に見合った報酬を求める声が表現さ

れているが、限られた数のインタビュー結果から断定的

なことは述べられない。ただし、地域生活への移行直後

や、在宅生活におけるなんらかの問題が発生して急遽支

援が求められた場合など、一時的に支援量が多くなりか

つ多様な介入の仕方が求められる事態が推測でき、さら

に同月内に何度も、あるいは夜間や休日に生じることも

考えられる。こうした場合を想定した報酬体系の在り方

を提案することは、今後の課題といえるだろう。 

 

E．結論―統計的研究及び質的研究の総括 

 今回の調査では、自立生活援助を実施している相談支

援事業所を対象として、事業所概況と利用者状況を悉皆

調査により把握したのち、先進的に取り組んでいる好事

例のインタビュー調査を行ったものである。両調査の結

果から以下に結論を述べる。 

 

１．相談支援事業所における自立生活援助の意義 

１）計画相談支援との協調 

 多くの相談支援事業所では、計画相談を兼務する相談

支援専門員が配置されており、これまで計画相談支援に

おいてかかわっていた利用者に対して、自立生活援助の

併用によって従前よりも充実した支援が展開できてい

ることがうかがえる。例えば、定期訪問で頻繁に対話し、

また必要な場所へ同行して直接支援することにより、利

用者とその取り巻く環境に対する広範で詳細な情報収

集に基づくアセスメントを可能としている。さらに、利
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用者と支援者の双方にとって予期せぬ問題が発生した

場合、随時訪問により迅速な対応をすることで問題の長

期化や遷延を防ぐことができる。 

 このようにして、本サービスを導入することにより、

刻々変化する状況のなかで利用者が直面する生活課題

に対して、相談支援専門員が即応して支援できるように

なっていることが推測できる。このことは、計画相談支

援におけるサービス等利用計画案の作成や見直しにも

貢献し、利用者の状態や状況に見合ったより望ましい支

援を志向することにつながると考えられる。 

 

２）地域移行支援、地域定着支援との接続 

自立生活援助事業を開始した動機として、地域移行支

援により地域生活を開始した利用者へのアフターフォ

ーローや、地域で生活する障害者への地域定着支援の代

替や補完が期待されていることがわかる。いずれの支援

とも、精神科病院や障害者支援施設等からの退院、退所

を目指し、また退院、退所直後の地域生活における濃厚

な支援が必要な利用者にとって有効であるが、地域移行

支援は退院・退所まで、地域定着支援は緊急時、という

制度的な枠組みがあり、その中間を埋める支援として、

自立生活援助の有用性に着目されたものと考えられる。 

訓練等給付である自立生活援助を 1 年間提供するこ

とで、利用者の地域生活を安定させ、利用者が必要時に

援助を求める能動性や、支援者との関係性の構築を取り

結ぶ機能が果たされていると考えられる。 

 

３）地域生活を送る障害者の生活環境の変化への対応 

 自立生活援助の主たる利用者として想定される地域

生活への移行者のほか、既に長年地域生活を送りながら

も環境や状況の変化により生活の立て直しのための支

援を必要とし、また支援方法及び体制の見直しを必要と

する障害者にとって、自立生活援助の活用が有効である。 

 利用者の生活形態が単身であるか否か、また障害種別

などに因らず、既に１年以上地域生活を送っている者が

少なからず自立生活援助を利用している実態からは、病

院や施設からの地域移行者に限らず、障害をもって生活

する人びとへの支援ニーズに広く応えることのできる

サービスであることがわかる。この場合は、計画相談支

援の利用者のほか、従来かかわっている支援者がいない

場合も含まれると推測できるが、いずれの場合もアセス

メントや支援方法の検討と体制の構築において、質量の

濃い対応が求められることがうかがえ、障害者の地域生

活を守る自治体の役割を補う側面があるといえるかも

しれない。 

 

２．自立生活援助の拡充に向けた今後の課題 

１）障害種別に応じた支援内容の充実 

 調査時点までの間における自立生活援助の利用者は、

過去に１年以上の入院経験があり現在は単身生活をし

ている精神障害者の割合が高く、定期巡回、随時対応と

もに「病状の不安定時の対応」が多く、回答者における

支援効果の実感も認められる傾向であった。地域移行支

援の利用歴も見受けられることから、長期入院者の地域

移行支援後の生活を支えるサービスとして活用されて

いる傾向がうかがえ、自立生活援助が今後の精神障害者

の地域移行を促進する要素となり得ることが示唆され

た。 

 一方、知的障害者においては、現に地域で家族と同居

にて生活している者の利用割合が高い傾向にあり、イン

タビューにおいては、困りごとを発信しない・できない

利用者・家族に対して、定期的にかかわることで支援ニ

ーズを察知することが必要であると述べられているよ

うに、ニーズの掘り起こしから行われていることがうか

がえる。定期巡回、随時訪問ともに支援内容として多い

傾向にある「金銭管理の相談・助言」、「各種手続きの相

談又は代行」、「家族への相談・助言」については、利用

者世帯の日常生活において、本人たちが対応できない事

柄に対する継続的な支援という目的で自立生活援助が

活用されている様子がうかがえる。 

 このように、利用者の特性に応じて自立生活援助の利

用目的や支援内容に異なる傾向がみられるが、多くの相

談支援事業所は特定の障害のみを支援するものではな

いことから、多様な障害者の生活において、ときに応じ

た生活課題に多面的に即応できる力量が求められると

いえる。 

 

２）利用者の状況に応じた必要性の判断 

 調査時点では、多くの利用者が標準期間（１年）内の

利用中であるが、更新した者や更新せず既にサービス利
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用を終了した者もいる。これらの転機に関する判断には

利用者本人の意向が相当程度加味されていると推測で

きるが、インタビュー調査からは、更新要否の判断や決

定について、自治体による格差が指摘されていた。 

自立生活援助は、制度創設や指定事業所における実施

からの経過年数が浅いため、必要に応じて更新可能であ

ることが自治体担当者に熟知されていない場合には、相

談支援専門員等が制度に関する正しい知識を提供する

とともに、個別にアセスメントした結果を踏まえて標準

期間以降のサービス提供の意義を説明することが必要

になると考えられる。これらは、計画相談を担う相談支

援専門員の役割であるが、本人の希望に基づき必要なサ

ービスが適切に提供されるよう的確にアセスメントし

たうえで判断される必要がある。日常的に支援する自立

生活援助の従事者にはそのための専門的な知識や技術

が求められると考えられる。 

 

まとめ 

 自立生活援助は、他の事業と併設するため職員が他の

事業と兼務にて実施されていることが多いが、従事する

職員数が多い事業所では支援量や対応可能人数が増す

ことは明らかとなっている。このサービスが、地域生活

を送る障害者にとって利便性の高いものであり、支援ニ

ーズに対して柔軟に応え得るものであるならば、国策と

して推進されている障害者の地域移行や地域定着支援

を促進するうえでも、また既に地域で生活する障害者の

状況変化に即応したサービス等利用計画を作成するう

えでも、実施事業所の増加によるサービスの拡充は、求

められているといえる。 

 こうした点をふまえると、自立生活援助の指定相談

支援事業所が未設置の県が存在する現状は改善される

べきである。自立生活援助の実施事業所は多岐に渡る

が、相談支援事業所としては自立生活援助を付加する

ことで、計画相談支援によるアセスメントやマネジメ

ントの質を高めることが期待でき、一般相談支援にお

いては地域移行・地域定着支援を補完できる点にも着

目し、本事業の実施事業所が拡充することが求められ

ている。本研究で把握できた知見を広く提供すること

により、相談支援事業所の後押しができればと考え

る。 

G．研究発表 

令和元年度の発表はない 

 

H．知的財産権の出願・登録情報 

なし 

 

 

（資料４）相談支援事業所における自立生活援助の実施状況に関する調査研究（令和元年度分担報告書） 

 


